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令和元年第４回訓子府町議会定例会会議録 

 

 

○議事日程（第１日目） 

令和元年１２月１０日（火曜日）       午前９時３０分開会 

 

第１  会議録署名議員の指名（４名） 

第２  会期の決定 

第３  行政報告 

第４  議案第６５号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

第５  議案第５５号 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正 

           する条例の制定について 

第６  議案第５６号 町長、副町長及び教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一 

           部を改正する条例の制定について 

第７  議案第５７号 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

第８  議案第５１号 令和元年度訓子府町一般会計補正予算（第３号）について 

第９  議案第５３号 令和元年度訓子府町介護保険特別会計補正予算（第２号）につい 

           て 

第１０ 議案第５４号 令和元年度訓子府町水道事業会計補正予算（第１号）について 

第１１ 議案第５２号 令和元年度訓子府町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

           について 

第１２ 議案第５８号 職員の給与に関する条例及び訓子府町新規就農者等支援条例の一 

           部を改正する条例の制定について 

第１３ 議案第５９号 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例の制定について 

第１４ 議案第６０号 第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する 

           条例の制定について 

第１５ 議案第６１号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う 

           関係条例の整備に関する条例の制定について 

第１６ 議案第６２号 訓子府町簡易水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定につ 

           いて 

第１７ 議案第６３号 オホーツク町村公平委員会規約の変更について 

第１８ 議案第６４号 財産の処分について 

第２０ 認定第 １号 平成３０年度訓子府町一般会計歳入歳出決算の認定について 

第２１ 認定第 ２号 平成３０年度訓子府町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定 

           について 

第２２ 認定第 ３号 平成３０年度訓子府町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認 

           定について 

第２３ 認定第 ４号 平成３０年度訓子府町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につ 

           いて 

第２４ 認定第 ５号 平成３０年度訓子府町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定に 
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           ついて 

第２５ 認定第 ６号 平成３０年度訓子府町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定 

           について 

第２６ 報告第１３号 専決処分の報告について 

第２７ 報告第１４号 出納検査結果報告について 

第１９ 一般質問 
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○出席議員（１０名） 

        １番  須  河      徹  君              ２番  泉      愉  美  君 

        ３番  工  藤  弘  喜  君              ４番  谷  口  武  彦  君 

        ５番  河  端  芳  惠  君              ６番  西  森  信  夫  君 

        ７番  山  田  日出夫  君              ８番  余  湖  龍  三  君 

        ９番  仁  木  義  人  君            １０番  西  山  由美子  君 

         

○欠席議員（０名） 

 

○地方自治法第１２１条第１項の規定により説明のため出席した人 

 

              町              長      菊    池    一    春    君 

              副 町 長      森    谷    清    和    君 

              総 務 課 長      伊    田          彰    君 

              企 画 財 政 課 長      篠    田    康    行    君 

              町 民 課 長      元    谷    隆    人    君 

              福 祉 保 健 課 長      谷    方    幸    子    君 

              福祉保健課業務監      今    田    朝    幸    君 

              農林商工課長・農業委員会事務局長      遠    藤    琢    磨    君 

              農林商工課業務監      大    里    孝    生    君 

              建 設 課 長      渡    辺    克    人    君 

              上 下 水 道 課 長      原    口    周    司    君 

              元気なまちづくり推進室長      坂    井    毅    史    君 

              会 計 管 理 者      山    内    啓    伸    君 

              教育委員会教育長      林          秀    貴    君 

              管 理 課 長      森    谷          勇    君 

              子 ど も 未 来 課 長      山    本    正    徳    君 

              社 会 教 育 課 長      高    橋          治    君 

              図 書 館 長      山    田    洋    通    君 

              農 業 委 員 会 会 長      坂    本          稔    君 

              監 査 委 員      平    塚    晴    康    君 

              選挙管理委員会委員長      森    下    直    治    君 

 

 

○職務のため出席した事務局職員 

              議 会 事 務 局 長      八    鍬    光    邦    君 

              議 会 事 務 局 係 長      吉    村    章    子    君 
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開会 午前９時３０分 

    ◎開会の宣告 

○議長（須河 徹君） 皆さま、おはようございます。 

 それでは、定刻になりました。 

 ただいまから、令和元年第４回訓子府町議会定例会を開会いたします。 

 本日の出欠報告をいたします。本日は、全議員の出席であります。 

 

    ◎開議の宣告 

○議長（須河 徹君） 直ちに、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付してあるとおりであります。 

 

    ◎諸般の報告 

○議長（須河 徹君） 日程に入るに先立ち、事務局長に諸般の報告をさせます。 

○議会事務局長（八鍬光邦君） それでは、ご報告申し上げます。 

 本定例会の説明員ならびに閉会中の動向につきましては、印刷の上、お手元に配付のと

おりであります。 

 なお、本定例会に町長から提案されております議件につきましては、議案が１４件、報

告が１件であります。 

 そのほか、委員長報告として認定が６件、議員提案による議案が１件、議長からの報告

が１件でございます。 

 以上でございます。 

○議長（須河 徹君） 以上をもって、諸般の報告を終わります。 

 

    ◎会議録署名議員の指名 

○議長（須河 徹君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２５条の規定により、議長において、１０番、西山由

美子君、２番、泉愉美君、３番、工藤弘喜君、４番、谷口武彦君を指名いたします。 

 

    ◎会期の決定 

○議長（須河 徹君） 日程第２、会期の決定を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 本定例会の会期は、本日から１２月１２日までの３日間といたしたいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、会期は３日間と決定しました。 

 

    ◎行政報告 

○議長（須河 徹君） 日程第３、菊池町長から行政報告がありますので、この際、発言

を許します。 
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 町長。 

○町長（菊池一春君） ただいま、議長のお許しをいただきましたので本定例会招集のご

挨拶を申し上げます。 

 本日は、第４回定例町議会を招集申し上げましたところ、全員のご出席をいただき厚く

お礼を申し上げるところでございます。 

 昨日、第２００臨時国会が閉会いたしました。もう新聞報道等でいろんな角度でまだ未

成熟なものもございますけれども、私どもにとりましては、日米の貿易交渉がいよいよ本

格化してくるということで、私たちの農業の町としては、一層、農産物の自由化に拍車が

かかるということが予想されるものでありますけども、結果として、中身的にはまだ何も

知らされていないというのが状況ではないかなというふうに思います。私自身も農水省に

行って大型化する農業の問題とさらにまた２極化する家族農業、地域農業をどう支えてい

くのかという予算要望をしてきたところでございますけれども、一層こうした問題に対し

ても積極的に声を上げていかなければならない状況下だと思っております。しかし、とは

言いながらも、今年の令和元年は小麦からはじまって、多くの農産物が史上最高と言える

かどうかはわかりませんけれども、いずれにしても予想以上の収穫を上げることができた

ということは大変うれしいことだというふうに思っております。ただし、玉ネギ等々の価

格の低迷はまだ続いているようでありますけれども、しかし農業はやっぱり獲れてなんぼ

ということでございますので、大変よかったなというふうに思っているところでございま

す。 

 さらにまた、２０２５年がいよいよ近づいてきておりますし、そんな前段に消費税が８％

から１０％になりました。これについてもいろいろ賛否両論はあります。かつてのような

国民的な運動にならなかったとしても、しかし福祉、教育、さまざまな分野で私たちの町

民生活にこの２％の値上げは大きく影響するものというふうに考えておりますので、これ

らも今、町内の福祉、介護保険制度の体制やいろんな状況が厳しい運営を迫られている中

でも、この２％の値上げが現実的にいろんな角度から影響してくるものではないかなと思

います。 

 ２０５０年に向けて政府は圏域構想を打ち出しております。その前段で広域の定住圏構

想も出されており、１市４町が調印していよいよ一自治体ではできないものを広域的に進

めていく可能性について、これから本格的な議論が始まるところでございます。私どもの

町からパブリックコメントとして２人代表を送って１市４町でこの定住圏の構想について

の議論、意見を町民の代表の方が申し上げることになっておりますけども、いずれにして

もコンパクトシティや、あるいはＩＴ自治体、一つ一つの自治体が相互行政からコンパク

トに、そして職員がどんどん減っていくだろうと。そうすると人口の少ない自治体はやっ

ていけないんではないのか。だからＩＴが必要なんだと。そういう点でいくと、これから

また役場の仕事の中にもこういったコンピュータ等々の導入等がさらに拍車をかけていく

のではないかなと危惧されているところでございますけども、先般、１１月の下旬に開催

されました全国町村長大会においても、この圏域構想については、ある種、断固反対とい

う全町村の首長たちがそのような特別声明を出したところでございます。私自身もこれら

の状況を踏まえながらも、確かな自治体運営を心がけ、議員各位とともに、私どもの町の

発展のために全力投球で令和２年に向けて進んでいかなければならないというふうに考え
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ているところでございます。 

 最後に、札幌くんねっぷ会の顧問をしておりました齊藤市郎さんという方が、これ駒里

の出身でありまして、国民学校の教師もやったとか、戦後の教員不足の時に教師をやった

ということも聞いておりますけども、１１月２８日だと記憶しておりますが、残念ながら

お亡くなりになりました。町に対して多額の寄付、そして神社の灯篭等々の寄付などをい

ただいている方でございまして、札幌くんねっぷ会の総会等には必ずご出席いただいたと

ころでございますけれども、町として弔意を表し弔電を打ち、香典もお届けしたところで

ございます。 

 以上、近々の状況を含めて私の思いを説明をさせていただきましたけれども、まずは本

定例町議会に提案しております議案などの概要をこれから申し述べましてご理解を賜りた

いと存じます。 

 まず、一般会計の予算補正でございます。 

 歳出予算の主なものとしましては、総務費では、社会資本整備基金積立金、高齢者ハイ

ヤー利用サービス利用増に伴う委託料の追加。 

 開町１００周年・町制施行７０年記念事業の実行委員会報償などの準備経費を。 

 農業費では、新規就農者等支援助成金の追加、特別栽培や有機農業に取り組む農業者に

対する環境保全型農業直接支払交付金をそれぞれ計上。 

 牧場費では、トラクター購入費を。 

 商工費では、店舗出店等支援事業補助金の追加。 

 以上、一般会計総額で２，５６８万３千円の追加補正を提案させていただいております。 

 後期高齢者医療特別会計の補正予算につきましては、広域連合納付金、道支出金返還金

を追加することで総額４万１千円の追加補正を提案させていただいております。 

 介護保険特別会計の補正予算につきましては、高額介護サービス費を追加することとし

て総額で２０８万６千円の追加補正を提案させていただいております。 

 水道事業会計の補正予算につきましては、人事異動および職員給与改定に伴う総係費を

追加することとして、歳入で６０万４千円、歳出で１０９万５千円の追加補正をさせてい

ただいております。 

 次に、条例制定でございます。 

 臨時職員の制度が大幅に改正になることによりまして、第１種会計年度任用職員の給与

に関する条例、第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例、地

方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条

例の３件の条例制定。 

 次に条例改正でございます。 

 人事院勧告等を受けての給与等の改正、町長、副町長及び教育委員会の教育長の給与等

に関する条例の一部を改正する条例、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例。 

 成年被後見人等の権利保護のため、職員の給与に関する条例及び訓子府町新規就農者等

支援条例の一部を改正する条例。 

 水道法の一部の改正を受けた訓子府町簡易水道事業給水条例の一部を改正する条例。 

 以上、４件の条例改正。 

 次に、オホーツク町村公平委員会規約の変更を提案させていただいています。 
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 次に、町有林の生産素材の財産処分について提案させていただいています。 

 次に、人事案件です。固定資産評価審査委員会委員の選任について、議会の同意を求め

るものでございます。 

 次に、幸栄団地公営住宅建設工事の工事請負契約の変更について、専決処分を行った報

告をさせていただきます。 

 以上、議案１４件、報告１件の提案をさせていただいておりますが、詳細につきまして

は、各担当課長等から説明をさせますので、ご審議を賜りますようよろしくお願い申し上

げまして、本定例議会招集のご挨拶とさせていただきます。 

 引き続き、お手元に配布させていただきました行政報告を申し上げます。 

 指定寄付金についてであります。 

 このたび、３件の指定寄付金がございましたのでご報告申し上げます。 

 １件目は教育費指定寄付金でございます。 

 去る１０月１日、穂波にお住いの前代表教育委員でありました飯田洋司さまから「訓子

府の子どもたちが明るく元気に育ち、笑顔の絶えない学びの環境整備のために役立ててい

ただきたい」と１００万円のご寄付がございました。 

 飯田さまにおかれましては、平成１１年から２０年の長きにわたり、教育委員として本

町の教育行政の推進にご尽力されました。 

 本年９月３０日をもって教育委員を退任されましたが、これまで多くの方々に支えられ

ての活動であったことに対し、お礼のご寄付でございます。ご寄付を賜りました飯田さま

のご厚意に心から感謝を申し上げますとともに、ご寄付につきましては、子どもたちの学

習環境の充実に活用させていただくため、社会資本整備基金に積み立てることとし、今定

例会で補正予算を提案させていただくことを申し上げます。 

 次に、２件目は、教育費指定寄付金でございます。 

 去る１１月２２日、清住にお住いの中沢洋充さまから「未来を担う子どもたちの読書環

境の充実に役立てていただきたい」と１００万円のご寄付がございました。 

 この寄付は、中沢さまの亡き奥さまが、生前、町に大変お世話になったことのお礼とご

家族の節目を記念するとともに、長年農業を営んでこられた中沢さまが一昨年、新規就農

者を受け入れられ、献身的なる営農指導が実り、本年４月に独立するまでになったことを

一区切りとする記念の寄付でございます。 

 ご寄付を賜りました中沢さまのご厚意に心から感謝申し上げますとともに、寄付金につ

きましては、図書館建設整備の際に活用させていただくため、社会資本整備基金に積み立

てることとし、今定例会で補正予算を提案させていただくことを申し上げます。 

 次に、３件目は、総務費指定寄付金でございます。 

 去る１２月４日、大町にお住まいの坂井悠紀さまから「町民の生命と財産を守り、安心

と安全を確保するため消防資機材の充実を図っていただきたい」と５００万円のご寄付が

ございました。 

 坂井さまは、昭和３４年に訓子府消防団に入団以来、半世紀を超える６０年、町民の安

全と安心を守る消防活動にご尽力いただき、また、平成７年からは消防団長として２４年

もの間、団員の指導のほか、指揮統一と消火戦術の研究、実践、火災予防思想の普及徹底

を呼びかけるなど訓子府消防の 礎
いしずえ

を築かれてきました。 
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 一方では、消防施設の整備充実と団員の資質向上は常に並行しなければ消防の使命は達

成できないとの強い意志のもと、消防施設増強計画などを進言するとともに、自らは広報

車「さくら号」、輸送車「さかい号」を寄贈するなど多くのご貢献をいただきました。 

 この１１月３０日をもって６０年にわたる消防団活動を終えられ、消防団長をご勇退さ

れることを記念したご寄付でございます。 

 ご寄付を賜りました坂井さまのご厚意に心から感謝申し上げますとともに、寄付金につ

きましては、消防資機材の充実を図るため、社会資本整備基金に積み立てし、有効に活用

させていただくこととしています。 

 なお、この件に関しましては、３月の第１回定例町議会において予算補正させていただ

きたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

 以上で、行政報告を終わらせていただきます。 

○議長（須河 徹君） ただいまの行政報告については、寄付に関する案件でありますの

で、質疑を省略することといたします。 

 以上をもって、行政報告を終了いたします。 

 

    ◎議案第６５号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第４、議案第６５号 固定資産評価審査委員会委員の

選任についてを議題といたします。 

 提出者からの提案理由の説明を求めます。議案書７４ページです。 

 町長。 

○町長（菊池一春君） 人事案件でございますので、私からご説明をさせていただきます。

議案書の７４ページをお開き願います。 

 議案第６５号 固定資産評価審査委員会委員の選任についてでございます。 

 固定資産評価審査委員会委員につきまして、委員３名のうち１名が辞職するため、地方

税法第４２３条第３項の規定によりまして、後任を選任したいので、議会の同意を求める

ものでございます。 

 記以下についてご説明いたします。 

 固定資産評価審査委員会委員につきましては、地方税法の定めにより本町では、川北地

区、川南地区、市街地区からそれぞれ１名ずつ選任しております。そのうち、川南地区の

緑丘の大正寺信雄氏が１２月１５日付をもって、辞職する旨の申し出があり、後任として

平田康弘氏を選任いたしたく、ご提案申し上げるものでございます。 

 ここで、平田康弘氏の経歴を簡単にご紹介させていただきます。 

 平田康弘氏は、昭和３９年１０月２０日生まれの満５５歳で、清住にお住まいでござい

ます。 

 昭和６０年に北海道立農業大学校をご卒業後、家業の農業に従事され現在に至っており

ます。 

 この間、平成元年度に訓子府町青年団体連絡協議会会長、平成２８年１月から農民連盟

の書記長として、本年６月からは訓子府町広域環境資源保全会会長として、ご活躍されて

います。 

 なお、任期につきましては、令和元年１２月１６日から前任者の残任期間であります令
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和２年１２月２２日まででございます。 

 以上、固定資産評価審査委員会委員の選任につきまして、ご審議の上、ご決定いただき

ますようよろしくお願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 提案理由の説明が終わりました。 

 これより、質疑を行います。１人３回まで質疑を行えます。 

 ご質疑ありませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） これをもって、質疑を終了いたします。 

 お諮りいたします。 

 議会運営基準の規定に基づき、討論を省略することとし、ただちに採決したいと思いま

す。 

 これに、ご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、討論を省略し、ただちに採決いたします。 

 これより、議案第６５号の採決を行います。 

 本案を原案のとおり同意することに、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

よって、本案は原案のとおり同意されました。 

 

    ◎議案第５５号、議案第５６号、議案第５７号、議案第５１号、議案第５３号、 

     議案第５４号 

○議長（須河 徹君） この際、日程第５、議案第５５号、日程第６、議案第５６号、日

程第７、議案第５７号、日程第８、議案第５１号、日程第９、議案第５３号、日程第１０、

議案第５４号は、関連する議案なので一括議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第５５号 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正

する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書２０ページです。 

 ６番、西森信夫君。 

○６番（西森信夫君） ただいま、議長のお許しをいただきましたので、議会の議員の議

員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例の制定についての提案理由をご

説明いたします。 

 議案書の２０ページをお開きください。議員提案であります。 

 議案第５５号 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条

例の制定について。 

 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３１年条例第３１号）の一部

を改正する条例を次のように制定するものであります。 

 令和元年１２月１０日提出。 

 本案の提出者は、所管の議会運営委員会でございます。 
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 訓子府町議会議員西森信夫、同じく、泉愉美、同じく、谷口武彦、同じく、西山由美子

の４名でございます。 

 本年度の国家公務員の給与について、本年８月７日の人事院勧告どおり改定を行う内容

の改正給与法案が衆参両院で可決し、１１月１５日成立しました。 

 この条例改正につきましては、従来から、この勧告に基づき改正する町の特別職に準じ

て議会議員の期末手当についても改正してきている経過を踏まえ、本年１１月１９日の全

員協議会において協議を行い、同じ率の改定を決定し、この条例案を提案させていただく

ものであります。 

 それでは、記以下について、ご説明いたします。 

 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例。 

 今回の改正につきましては、次の２１ページに新旧対照表を掲載しておりますので、ご

覧をいただきたいと思います。 

 表の右側が現行であり、左側が今回の改正案でありまして、改正箇所には下線を引いて

あります。 

 なお、内容の説明につきましては、下段にあります期末手当改正概要にて、ご説明いた

します。 

 まず、第１条でありますが、１２月期に支給する期末手当を現行の２．２２５か月から

２．２７５か月とし、年間の支給月数を０．０５か月引き上げ、４．５０か月とするもの

であります。 

 また、第２条では、これは令和２年度以降に支給する分についてでありますが、６月期

に支給する期末手当を現行の２．２２５か月から０．０２５か月引き上げ２．２５０か月

とし、逆に、１２月期に支給する期末手当を第１条で改正した２．２７５か月から０．０

２５か月引き下げて２．２５０か月とし、６月期および１２月期の期末手当が均等になる

ように配分し、年間の支給月数を令和元年度と同様、４．５０か月とするものであります。 

 次に、２０ページに戻りまして、附則でありますが、附則の第１条では、施行期日等の

規定であります。 

 第１項では、この条例は、公布の日から施行するものですが、ただし、第２条の規定に

つきましては、令和２年４月１日から施行するものでございます。 

 第２項では、改正条文第１条の改正後の条例の規定は、令和元年１２月１日から適用す

るものでございます。 

 また、２条では、期末手当の内払いの規定でありますが、既に改正前の条例の規定に基

づき１２月期の期末手当を支給済みでありますので、その分については、改正後の条例の

規定による期末手当の内払いとみなすことを規定しています。 

 以上、議案第５５号について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、

ご決定いただきますようお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第５６号 町長、副町長及び教育委員会の教育長の給

与等に関する条例の一部を改正する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議

案書２２ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案第５６号 町長、副町長及び教育委員会の教育長の給与
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等に関する条例の一部を改正する条例の制定について。 

 町長、副町長及び教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和２５年条例第１５号）

の一部を改正する条例を次のように制定しようとするものでございます。 

 次の議案で、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を提案させていただいてお

りますが、その中で勤勉手当の改正があり、期末・勤勉手当の支給割合が改正となります

ことから、これに準じて町長、副町長及び教育委員会の教育長の期末手当支給割合を改正

しようとするものでございます。 

 次の２３ページに改正案が載ってございます。２４ページ、新旧対照表と、その表の下

の期末手当改正概要という表によりご説明をいたします。 

 まず、新旧対照表をご覧いただきたいと思いますが、上段に第１条、下段に第２条とあ

ります。内容としましては、期末手当の支給割合が規定されている第３条第２項の改正と

なっております。第１条は、この条例については、公布の日から施行され、令和元年１２

月１日から適用、第２条については、令和２年４月１日施行となるため、条を分けている

ものでございます。 

 次に、期末手当の支給割合の改正内容ですが、一番下の表の期末手当改正概要をご覧く

ださい。 

 今回の改正では、表の一番右側の欄にありますように、現行、年間４．４５か月を４．

５０か月に、０．０５か月分引き上げるものでございます。 

 また、第１条では、令和元年度の支給割合、第２条では、令和２年度以降の支給割合を

規定しております。 

 令和元年度では、１２月期に支給する期末手当の割合を２．２２５か月から２．２７５

か月、０．０５か月分引き上げ、令和２年度以降は６月期と１２月期とも同じ割合、それ

ぞれ２．２５か月分改正する内容となっております。 

 前のページ、２３ページに戻っていただき、附則をご覧いただきますと新旧対照表のと

ころで説明いたしました施行期日を規定してございます。 

 以上、議案第５６号 町長、副町長及び教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一

部を改正する条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、

ご決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第５７号 職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書２５ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 議案第５７号 職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例の制定について。 

 職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第３号）の一部を改正する条例を次のように

制定しようとするものでございます。 

 職員の給与制度につきましては、国家公務員の給与制度に準じて定めておりますが、本

年８月７日に人事院勧告があり、１０月１１日に人事院勧告どおり閣議決定、その後、衆

参両議院で審議され、１１月１５日に成立をされております。 

 このことを踏まえ、町職員の給与についても改定することとし、条例改正案を提案させ

ていただているところでございます。 
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 今回の給与改定につきましては、給料表と期末・勤勉手当、住居手当について改定する

ものでございます。 

 なお、住居手当につきましては、国の勧告を参考に町の職員住宅平均家賃を考慮し改定

をするものでございます。 

 改正文につきましては、次の２６ページから２９ページまで、新旧対照表を３０ページ

から３１ページまでとなっております。 

 まず、２６ページをご覧いただきたいと思います。 

 第１条の規定につきましては、一番下になります別表第１を次のように改めるというこ

とで、２６ページから２９ページにかけて改正後の給料表を掲載しております。 

 改正内容につきましては、初任給を高卒程度が２千円、大卒程度が１，５００円を引き

上げ、３０歳台半ばまでの職員が在職する号俸について引き上げることとし、本年４月１

日に遡って適用することとしております。 

 次に、３０ページの職員の給与に関する条例の一部改正案新旧対照表をご覧ください。 

 第１条では、令和元年度の職員の勤勉手当の支給割合を掲載しておりますが、１２月期

の勤勉手当、現行０．９２５か月を０．９７５か月、０．０５か月分引き上げることとし

ております。 

 期末手当と勤勉手当を合わせると全体で４.４５か月分を４.５０か月に０.０５か月引き

上げるものでございます。 

 第２条では、住居手当の改正であります、全体を通じて字句の整理を行ったほか、第９

条の２第１項第１号では、手当の対象となる借入家賃の下限を１万２千円から１万３千円

に引き上げるもので、第２項第１号「イ」では、下限額の上昇に伴う住居手当算定の基準

額を２万３千円から２万４千円に、「ロ」では次の３１ページにまたがりますが、住居手当

の上限額を２万７千円から２万８千円に引き上げるものでございます。 

 次に、第１６条第２項では、令和２年度以降の職員の勤勉手当の支給割合を掲載してご

ざいます。総支給割合は変わりませんが、６月期、１２月期、それぞれ勤勉手当の支給割

合を同じ割合、０.９５か月、期末手当と合わせて２．２５か月に改正しようとするもので

ございます。 

 下の期末・勤勉手当改正概要の表につきましては、期末勤勉手当の令和元年度施行の第

１条および令和２年度施行の第２条の改正内容でございますのでご覧いただきたいと思い

ます。 

 ２９ページに戻っていただき、附則をご覧いただきたいと思います。 

 第１条第１項では、施行期日を規定しており、第２条の規定は令和２年４月１日から、

第２項では、第１条の規定は、平成３１年４月１日から適用することを規定してございま

す。 

 第２条では、改正前の職員の給与に関する条例の規定に基づく給与は、改正後の条例の

規定による給与の内払いとみなす旨、規定をしてございます。 

 以上、議案第５７号 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について、

提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしく

お願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第５１号 令和元年度訓子府町一般会計補正予算（第
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３号）についての提案理由の説明を求めます。議案書１ページです。 

 企画財政課長。 

○企画財政課長（篠田康行君） 議案書の１ページになります。 

 議案第５１号 令和元年度訓子府町一般会計補正予算（第３号）の説明を申し上げます。 

 令和元年度訓子府町一般会計補正予算（第３号）については、次に定めるものとして、

第１条では、歳入歳出それぞれ２，５６８万３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ４４億７，０４６万３千円とするものでございます。 

 ２項にありますように、この補正の款項の区分ごとの金額等につきましては、次のペー

ジの第１表のとおりでございますが、これにつきましては、ご覧をいただくこととして、

内容につきましては、３ページ以降の事項別明細書により説明をさせていただきます。 

 それでは早速、事項別明細書の説明をさせていただきますが、まず４ページの歳出を先

に説明させていただきます。 

 ４ページの上の表、２款、１項、１目、一般管理費、事業区分、各種基金積立金の積立

金、社会資本整備基金積立金では、先ほど行政報告をさせていただきました飯田洋司氏と

中沢洋充氏の２名の方から教育費指定寄付がありましたことから２００万円の追加。 

 その下の、８目、企画費の事業区分、地方交通対策事業の委託料、高齢者ハイヤー利用

サービス業務では、利用状況が大幅に伸び、１０月までの上半期で前年度比１．３倍の伸

びとなっている上、利用が伸びる冬季に入りますことから、１１月以降の下半期で１．５

倍程度を見込み、総額９００万７千円とするもので、当初６５５万５千円の差額２４５万

２千円の追加。 

 その下の、１０目、事業区分、開町１００周年・町制施行７０年記念事業費の報償費の

その他の報償金では、当記念事業実行委員会の委員２６名、２回分の報償として１０万４

千円、需用費の消耗品は、啓発資材として１３万２千円、食糧費は、記念事業実行委員会

委員のお茶代として７千円、合わせまして１３万９千円、役務費、保険料では、記念事業

実行委員の傷害保険料として７千円、委託料では、啓発用看板作製業務として３３万２千

円で合計５８万２千円を計上。 

 次に、５ページの上の表の３款、１項、２目、老人福祉費の事業区分、介護保険特別会

計繰出金、繰出金の介護保険特別会計繰出金では、介護給付のうち高額介護サービス費の

増に伴い町負担分が増えたことから２６万円の追加。 

 その下の２段目の表、４款、１項、１目、保健衛生総務費の事業区分、水道事業助成事

業の負担金、補助及び交付金の水道事業会計補助金では、７月の人事異動に伴い、補助対

象に算定される職員給与等が増となったことから４３万９千円を追加、繰出金の水道事業

会計繰出金では、元利償還金にかかる利率の確定および人事異動に伴い職員の児童手当が

増となったことにより９万５千円の追加。 

 次に、一番下の三段目の表、６款、１項、３目、農業振興費の事業区分、農業後継者育

成事業、負担金、補助及び交付金の新規就農者等支援助成金では、町内在住農業者の親族

などで農業経営の担い手となるため１５０日以上従事した者に祝い金を交付するもので、

本年は４件で１人当たり２０万円の８０万円を追加。 

 その下の事業区分、環境保全型農業直接支払交付金事業の負担金、補助及び交付金、環

境保全型農業直接支払交付金では、特別栽培や有機農業に取り組む農業者に対する交付金
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で本年は２２名、取り組み面積は３３．６２ｈａで反当たり８千円の単価で２６９万円を

計上。 

 次に、６ページの上の表の６款、１項、７目、牧場費の事業区分、牧場管理運営事業、

備品購入費の牧場作業機械では、老朽化し修繕が困難な状態であるトラクターおよび故障

しているディスクモアを購入するため１，３３６万５千円の追加。 

 次に、下の表、７款、１項、２目、商工業振興費の事業区分、商工業振興対策一般事業

の負担金、補助及び交付金の訓子府町店舗出店等支援事業補助金では、新規の出店の応募

が見込まれるため３００万円の追加となります。 

 次に、３ページに戻っていただきまして、歳入になります。 

 一番上の表の、１４款、２項、４目、農林水産業費道補助金の環境保全型農業直接支払

交付金では、農業者に対する補助で、先ほども申し上げました取り組み面積３３．６２ｈ

ａ掛ける反当たり８千円の国２分の１、道４分の１ですので２０１万７千円の計上。 

 地域づくり総合交付金では、牧場作業機械のトラクター１台の購入経費１，２６５万円

とディスクモア１台の購入経費７１万５千円合わせまして１，３３６万５千円の２分の１

以内の交付金で６６０万円を計上。 

 その下の、地域づくり総合交付金では、エゾシカ緊急対策事業の交付対象経費である残滓
ざ ん し

運搬料、残滓処理料に対して捕獲数に応じて交付される２４万円を計上。 

 ２段目の表の１６款、寄付金、１項、４目、教育費寄付金では、先ほど行政報告をさせ

ていただきました２名の方からの寄付金の２００万円を計上。 

 一番下の１８款、１項、１目、繰越金の前年度繰越金では、今回の補正予算の財源調整

とするもので１，４８２万６千円を追加するものです。 

 以上、令和元度訓子府町一般会計補正予算（第３号）の内容について、説明をさせてい

ただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第５３号 令和元年度訓子府町介護保険特別会計補正

予算（第２号）についての提案理由の説明を求めます。議案書１０ページです。 

 福祉保健課業務監。 

○福祉保健課業務監（今田朝幸君） それでは、議案書の１０ページをお開き願います。 

 議案第５３号 令和元年度訓子府町介護保険特別会計補正予算（第２号）について、提

案理由の説明をさせていただきます。 

 今回の補正につきましては、要介護者の自己負担上限額を超えるサービス利用の増加に

伴いまして、高額介護サービス費の不足が見込まれることから、それら関係経費を補正す

るものであります。 

 令和元年度訓子府町の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるものとし、

第１条にありますように２０８万６千円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ５億７，

７０３万５千円とするものであります。 

 第２項、補正の款項の区分ごとの金額等につきましては、１１ページの第１表 歳入歳

出予算補正のとおりですので、ご覧をいただくこととし、内容につきましては、１２ペー

ジ以降の事項別明細書により説明をさせていただきます。 

 それでは、１２ページの方をご覧いただきたいと思います。 

 ２款、１項、１目、国庫支出金の介護給付費負担金につきましては、高額介護サービス
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費の見込額の増により、国の負担割合相当額であります４１万７千円を追加するもので、

下の、２項、国庫補助金、１目、調整交付金につきましては、高額介護サービス費の見込

額の増によるものと調整交付金の交付割合および調整率の確定により６６万８千円を減額

するものでございます。 

 次に、３款、１項、１目、支払基金交付金の介護給付費交付金につきましては、高額介

護サービス費の見込額の増により、社会保険診療報酬支払基金からの負担割合相当額の５

６万３千円を追加するものでございます。 

 次に、一番下段ですけども、４款、１項、１目、道支出金の介護給付費負担金につきま

しては、こちらも高額介護サービス費の見込額の増により、道の負担割合相当額でありま

す２６万円を追加するものでございます。 

 １３ページをご覧いただきます。 

 ６款、１項、１目、介護給付費準備基金繰入金につきましては、高額介護サービス費の

見込額の増によるものと、調整交付金の減額に伴う不足分１２５万４千円を基金から繰り

入れするもので、次に、２項、他会計繰入金、１目、一般会計繰入金の介護給付費繰入金

につきましては、高額介護サービス費の見込額の増によります町の負担割合相当額であり

ます２６万円を追加するものでございます。 

 次に、１４ページ、歳出について説明させていただきます。 

 ２款、４項、１目、高額介護サービス費につきましては、要介護者の自己負担上限額を

超えるサービス利用者の増加に伴いまして、予算不足が見込まれるということから２０８

万６千円を追加するものでございます。 

 以上、令和元年度介護保険特別会計補正予算の内容について、提案理由の説明をさせて

いただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第５４号 令和元年度訓子府町水道事業会計補正予算

（第１号）についての提案理由の説明を求めます。議案書１５ページです。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（原口周司君） 議案書の１５ページになります。 

 議案第５４号 令和元年度訓子府町水道事業会計補正予算（第１号）について、提案の

理由を説明いたします。 

 今回の補正につきましては、本年７月の人事異動と今回の人事院勧告実施による人件費

の不足分を増額補正するものであります。 

 第１条の規定によりまして、第２条では、水道事業会計予算の第３条に定めた収益的収

入及び支出の予定額を次のとおり補正するとしまして、収入では、第１款、水道事業収益

の第２項、営業外収益を６０万４千円増額し、水道事業収益の総額を１億７，９２０万３

千円とするものです。 

 支出では、第１款、水道事業費用の第１項、営業費用を１０９万５千円増額し、水道事

業費用の総額を１億５，１６２万３千円とするものです。 

 第３条では、予算第７条に定めた議会の議決を経なければ流用できない経費である職員

給与費を１０９万５千円増額し、総額を３，６５０万３千円とするものです。 

 第４条では、予算第８条に定めた他会計からの補助金の金額を６０万４千円増額し、総

額を２，９５３万６千円とするものです。 
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 次のページ、水道事業会計予算実施計画説明書になります。これは一般会計の事項別説

明書に当たるものでございます。 

 右の説明欄をご覧ください。 

 まず、収入では、他会計補助金のうち、一般会計補助金、児童手当が１６万５千円、人

件費補助が４３万９千円、それぞれ増額となります。 

 次に、支出ですが、給料の職員給が４２万３千円の増額、手当につきましては、扶養手

当から下の児童手当までご覧の増減となっておりますけども、期末手当と勤勉手当につき

ましては、昨年度末に賞与引当金繰入額を増額補正していることから、当初予算額と比較

し、結果的に減額となっております。総体では２７万２千円の増額となります。 

 次に、給与引当金繰入額のうち、賞与引当金繰入額が６３万４千円、法定福利費引当金

繰入額が２万８千円、それぞれ増額となります。これは翌年度の６月期末手当に繰り入れ

るものとなります。 

 最後に、法定福利費につきましては、期末手当などと同じく、昨年度末に賞与引当金繰

入額を増額補正していることから、職員共済組合負担と公務災害補償基金負担金がそれぞ

れ減額となっておりまして、総額では２６万２千円の減額となります。 

 次ページからの給与費明細書につきましては、ご覧いただくこととしまして、１９ペー

ジのキャッシュ・フロー計算書をご覧ください。 

 今回事業にかかる人件費費用が増額することから上段の当年度純利益、これが４９万１

千円減額となりまして、２，２４２万７千円となります。結果としまして、下から３段目

のⅣの資金増加額が２，４９７万６千円となっております。 

 以上、令和元年度訓子府町水道事業会計補正予算（第１号）について、提案理由の説明

をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 以上で、議案第５５号、議案第５６号、議案第５７号、議案第５

１号、議案第５３号、議案第５４号の各案に対する提案理由の説明が終わりました。 

 

    ◎議案第５２号、議案第５８号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第１１、議案第５２号、日程第１２、議案第５８号を

議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第５２号 令和元年度訓子府町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

についての提案理由の説明を求めます。議案書７ページです。 

 福祉保健課業務監。 

○福祉保健課業務監（今田朝幸君） 議案書の７ページをお開き願います。 

 議案第５２号 令和元年度訓子府町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）につい

て、提案理由の説明をさせていただきます。 

 今回の補正につきましては、出納整理期間中に納付のありました平成３０年度分の保険

料を後期高齢者医療広域連合の方に納付するための経費と、平成３０年度システム改修に

伴う道からの補助金が超過交付となったことから、道に返還するための経費を補正するも

のでございます。 

 元号を定める政令（平成３１年政令第１４３号）の施行に伴い、平成３１年３月１３日
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議決、議案第９号「平成３１年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算」の名称を「令和

元年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算」とし、当該予算書における年度表記につい

ては、「平成３１年度」を「令和元年度」と読み替えるものとする。 

 令和元年度訓子府町の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるもの

とし、第１条にありますように４万１千円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ８，

６７４万１千円とするものでございます。 

 第２項、補正の款項の区分ごとの金額等につきましては、８ページの第１表 歳入歳出

予算補正のとおりでございますので、ご覧をいただくこととし、内容につきましては、９

ページの事項別明細書により、説明させていただきます。 

 それでは、９ページをお開き願います。 

 ４款、１項、１目、繰越金ですけども、出納整理期間中に収納のありました平成３０年

度分の保険料を後期高齢者医療広域連合に納付するための納付金と、平成３０年度システ

ム改修に伴う道からの補助金が超過交付となったことから、道への返還金としまして、前

年度繰越金４万１千円を追加するものでございます。 

 次に、歳出です。 

 ３款、１項、１目、後期高齢者医療広域連合納付金の１９節、負担金、補助及び交付金

の保険料等納付金につきましては、出納整理期間中に収納されました広域連合への納付金

２万７千円を追加するものでございます。 

 ４款、１項、３目、償還金の２３節、償還金、利子及び割引料の道支出金返還金につき

ましては、平成３０年度に実施しました保険料軽減特例の見直しに伴うシステム改修にお

きまして、道からの補助金が超過交付となりましたことから、道への返還金１万４千円を

追加するものであります。 

 以上、令和元年度後期高齢者医療特別会計補正予算の内容につきまして、提案理由の説

明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げま

す。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第５８号 職員の給与に関する条例及び訓子府町新規

就農者等支援条例の一部を改正する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議

案書３２ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 職員の給与に関する条例及び訓子府町新規就農者等支援条例

の一部を改正する条例の提案理由の説明をさせていただきます。 

 議案第５８号 職員の給与に関する条例及び訓子府町新規就農者等支援条例の一部を改

正する条例の制定について。 

 職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第３号）及び訓子府町新規就農者等支援条例

（平成２７年条例第１７号）の一部を改正する条例を次のように制定しようとするもので

ございます。 

 成年後見制度の利用の促進に関する法律が平成２８年５月に施行され、成年被後見人お

よび被保佐人の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に差別されない

よう、権利に係る制限が設けられている制度について検討を加え、必要な見直しを行うこ

とが定められました。同法に基づく措置として「成年被後見人等の権利の制限に係る措置
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の適正化を図るための関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第３７号）」が令和元年

６月１４日に公布され、同法４４条により地方公務員法が改正されたことなどに伴い、関

連条例の改正をしようとするものでございます。 

 それでは、記以下の説明をさせていただきます。 

 職員の給与に関する条例及び訓子府町新規就農者等支援条例の一部を改正する条例。 

 第１条では、職員の給与に関する条例の一部改正、第２条で、訓子府町新規就農者等支

援条例の一部改正を規定しておりますが、３３ページの新旧対照表によりご説明を申し上

げます。 

 職員の給与に関する条例の一部改正、上の表になります。地方公務員法が改正されたこ

とに伴い、職員が成年被後見人等に至ったことをもって当然に失職することがなくなった

ことから所要の改正を行うものであります。 

 第１５条の下線部は、地方公務員法第１６条（欠格条項）第１号に規定される「成年被

後見人または同保佐人」が削除されたこと、それに伴う同法２８条（降任、免職、休職等）

第４項の免職に関する規定を削除するものでございます。 

 第１５条の２第２号および第１６条第１項および同項第１号も同様に関係する字句を削

除するものでございます。 

 次に、下の表になります。 

 訓子府町新規就農者等支援条例の一部改正、第５条（新規就農者に認定できない者）第

１号の「成年被後見人及び被保佐人並びに被補助人」を削除し、以下の号を繰り上げるも

のでございます。 

 ３２ページに戻っていただき、附則をご覧いただきたいと思います。 

 この条例は、地方公務員法改正の施行日である令和元年１２月１４日から施行するもの

でございます。 

 以上、議案第５８号 職員の給与に関する条例及び訓子府町新規就農者等支援条例の一

部を改正する条例について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決

定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 以上をもって、議案第５２号、議案第５８号の各案に対する提案

理由の説明が終わりました。 

 ここで、１０時４５分まで休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時３３分 

再開 午前１０時４５分 

 

○議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 

    ◎議案第５９号、議案第６０号、議案第６１号 

○議長（須河 徹君） この際、日程第１３、議案第５９号、日程第１４、議案第６０号、

日程第１５、議案第６１号は、関連する議案なので一括議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第５９号 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例の制定についての提
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案理由の説明を求めます。議案書３４ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例の制定について、

提案理由の説明をさせていただきます。 

 議案第５９号 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例の制定について。 

 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例を次のように制定しようとするものでござ

います。 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）の施行

に伴い、会計年度任用職員の給与等について条例を制定しようとするものでございます。 

 記以下の説明につきましては、次の３５ページをお開きください。 

 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例。 

 第１条では、地方公務員法第２２条第１項第２号の規定により採用された正規職員と同

じ時間を勤務する職員の給与に関する事項を定めるものとしています。 

 第２条は、第１種会計年度任用職員の給料等に関する規定でございます。 

 第３条では、給料表、職種等の規定でございます。第１項では「職員の給与に関する条

例」を準用することとし、第２項で第１号から第３号の職種と給料号俸と昇給上限額を規

定してございます。第３項、第４項は規則への委任を定めたものでございます。 

 第４条から第６条は、給料の支給について定めたものでございます。 

 第７条から第９条につきましては、各種手当について定めたものでございます。 

 第１０条では、給料の減額に関する規定、第１１条では、時間外勤務手当、第１２条で

は、休日勤務手当、第１３条は、宿日直手当を定めています。 

 第１４条は、勤務１時間当たりの給料額の算出方法を定め、第１５条は、期末手当の支

給について定めてございます。 

 第１項では、第１種会計年度任用職員の期末手当は、６月１日、１２月１日の基準日に

在職する任用期間が６か月以上の職員に支給する規定であり、規則で定める支給日につき

ましては、正規職員と同じ６月１０日、１２月１０日としています。 

 第２項では、第１種会計年度任用職員、次の議案第６０号で提案申し上げている第２種

会計年度任用職員の年度をまたぐ任用について、当該年度の任用期間が６か月未満であっ

ても前年度の第１種会計年度任用職員および第２種会計年度任用職員の任期の定めの合計

が６か月以上となった場合に６か月以上の任期の定めのある第１種会計年度任用職員とみ

なすものでございます。 

 第２種会計年度任用職員から規則で除く者は、任用期間中の１週間当たりの平均勤務時

間が３１時間未満の者とジェットプログラムの語学指導助手を定めてございます。 

 第３項は、期末手当の割合の規定と第１号から第４号で在職期間の期間率を定め、第４

項では、基準日以前６か月以内に第２種会計年度任用職員の期間があった者は、給料およ

び報酬の平均額を基準額とする定めでございます。 

 第１６条、第１７条は、期末手当の不支給、一時差し止めの規定でございます。職員の

給与に関する条例第１５条の２および第１５条の３の規定の適用を受ける職員の例による

ものとして定めてございます。 

 次に、附則となります。 



- 20 - 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行するものでございます。 

 以上、議案第５９号 第１種会計年度任用職員の給与に関する条例の制定について、提

案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお

願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第６０号 第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償

及び期末手当に関する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書３９ペー

ジです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関

する条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきます。 

 議案第６０号 第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の

制定について。 

 第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例を次のように制定

しようとするものでございます。 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）の施行

に伴い、会計年度任用職員の給与等について条例を制定しようとするものでございます。 

 記以下の説明につきましては、次の４０ページをご覧いただきたいと思います。 

 第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例。 

 第１条では、地方公務員法第２２条第１項第１号の規定により採用された正規職員より

短い時間を勤務する職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する事項を定めるものとして

おります。 

 第２条では、第１項で、第２種会計年度任用職員の報酬を規定し、第２項で、特殊勤務

報酬等のほか、費用弁償、期末手当の支給を定めています。 

 第３条では、第１項で、基準月額について職員の給与に関する条例に規定する給料表を

準用することとし、第２項で、第１号から第３号の職種と給料号俸と昇給上限額について、

先ほど提案説明をさせていただいた第１種会計年度任用職員の給与に関する条例に規定す

る額と定め、規則では、第１号の事務職で事務補助員、第２号の専門職で教育保育支援員、

こども園保育教諭のほか園長、語学指導助手、第３号の労務職では土木技能員、牧場技能

員や調理員など２０の職務に分け、基本号俸、標準的な職務のほか経験加算額などを規定

してございます。 

 第３項から第５項では、月額、日額、時間報酬の算定方法を定めています。 

 第８項、第９項の規則で定めるものは、語学指導助手でジェットプログラムの事業によ

り外国語教育業務を行う職務として規定をしてございます。 

 第４条では、正規勤務報酬の計算期間を職員の給与に関する条例に準じ、月の１日から

月の末日までとします。 

 第２項の支給日は規則で月額で定めのある第２種会計年度任用職員は２１日、それ以外

は１０日と定めております。 

 第３項から第５項につきましては、報酬の支給について定めております。 

 第５条、第６条につきましては、報酬、期末手当等の支払い方法、控除項目を規定して

ございます。 



- 21 - 

 

 第７条では、通勤に係る費用弁償は職員の給与に関する条例第９条の３の規定と同様で

あり、ひと月の勤務日数が２１日未満の規則で定める費用弁償の額については日割りで支

給すると規定してございます。 

 第８条、特殊勤務報酬につきましては、職員の給与に関する条例の例により、第９条の

規則で定める特地勤務地は、共同利用模範牧場とし、報酬の額つきましては月額６千円と

規定しております。 

 第１０条は、正規勤務報酬の減額を定め、第１１条は、時間外勤務報酬の規定でありま

すが、第２項では、正規の勤務が割り振られた日の時間外が１００分の１２５、その他が

１００分の１３５、また月の時間外が６０時間を超える分が１００分の１５０でいずれも

午後１０時から午前５時までの時間外については１００分の２５を加えた割り増しを規定

しております。第２種会計年度任用職員につきましては、短時間勤務となりますので、１

日の７時間４５分に達するまでの時間と１週間の勤務時間が３８時間４５分に達するまで

の時間については、割り増しがないことを規定をしてございます。 

 第１２条は、休日勤務報酬、第１３条は、宿日直報酬を定め、第１４条では、勤務１時

間当たりの報酬額を定めております。 

 第１５条につきましては、期末手当の支給について定めています。 

 第１項では、第２種会計年度任用職員の期末手当は、６月１日、１２月１日の基準日に

在職する任用期間が６か月以上の職員に支給する規定であり、規則で定める支給日は正規

職員と同じ６月３０日、１２月１０日としています。 

 第２項では、第２種会計年度任用職員、議案第５９号で提案している第１種会計年度任

用職員の年度をまたぐ任用について、当該年度の任用期間が６か月未満であっても前年度

の第１種会計年度任用職員、第２種会計年度任用職員の任期の定めの合計が６か月以上と

なった場合に６か月以上の任期の定めのある第２種会計年度任用職員とみなすものであり

ます。 

 第２種会計年度任用職員から規則で除く者につきましては、任用期間中の１週間当たり

の平均勤務時間が３１時間未満の者とジェットプログラム事業の語学指導助手を規定して

ございます。 

 第３項は、期末手当の割合の規定と第１号から第４号で在職期間の期間率を定めていま

す。 

 第４項では、期末手当基礎額の算出を基準月額に規則で定める割合を乗じた額と定めて

います。規則では基準日現在の１週間当たりの正規の勤務時間の平均時間数を３８時間４

５分で除した割合と規定しております。 

 第５項では、基準日以前６月以内に第１種会計年度任用職員の期間があった者および日

額報酬、時間報酬で任用された者は、給料および報酬の１か月当たりの平均額を基準額と

する定めでございます。 

 第１６条、第１７条は、期末手当の不支給、一時差し止めの規定でございます。職員の

給与に関する条例第１５条の２および第１５条の３の規定の適用を受ける職員の例による

ものと定めております。 

 第１８条は、出張に係る費用弁償の定めでございます。費用弁償の額は町職員の旅費に

関する条例の例によることを定めております。 
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 第１９条は、必要な事項を規則に委任する定めでございます。 

 失礼しました。先ほど期末手当の支給日で私の方６月３０日という表現しましたけども、

１０日の誤りでございますので、ご訂正をお願いしたいと思います。 

 次に、附則となります。この条例は令和２年４月１日から施行するものでございます。 

 以上、議案第６０号 第２種会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する

条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いた

だきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第６１号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正

する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定についての提案理由の説明を求

めます。議案書４５ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきます。 

 議案第６１号、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条

例の整備に関する条例を次のように制定しようとするものでございます。 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）の施行

に伴い関係条例の整備を行うため、１１の条例を改正しようとするものでございます。 

 記以下の説明をさせていただきますので、４６ページをご覧いただきたいと思います。 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例。 

 条例本文は、４６ページから５１ページで、各条ごとに関係条例の改正を行っているも

のです。５２ページからの新旧対照表によって、説明をさせていただきたいと思います。 

 左側が改正案で右側が現行の規定でございます。 

 １番上の枠でございます。 

 第１条は、訓子府町議会議員政治倫理条例の一部改正でございます。 

 第３条第１項第４号の下線部にあります現行の「臨時職員」を「臨時的任用職員及び非

常勤職員」に改めるものでございます。 

 ２段目の枠になります。 

 第２条は、人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正でございます。 

 第２条第２項の下線部に地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員、これは

先ほど提案説明をさせていただいた第１種会計年度任用職員を加えるものでございます。 

 ３段目の枠になります。 

 第３条では、職員の分限についての手続き及び効果に関する条例の一部改正でございま

す。 

 第３条第１項下線部につきましては、字句の表記を改め、第４項に地方公務員法２２条

の２第１項に規定する会計年度任用職員、先に提案をさせていただいている第１種会計年

度任用職員と第２種会計年度任用職員でございます。の第１項の規定「３年を超えない範

囲内」とあるのを任命権者が定める任期の範囲内とすることを加えるものでございます。 

 次に、５３ページを開いていただき、第４条につきましては、字句の表記を改めたもの

でございます。 
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 ２段目の枠になります。 

 第４条は、職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例の一部改正でございます。 

 第３条の下線部に地方公務員法第２２条の２第１項第１号、これは先に提案説明申し上

げている第２種会計年度任用職員の部分でございます。に掲げる職員については、これら

に相当する報酬の額を加えるものでございます。 

 続いて、３段目の枠になります。 

 第５条、職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正でございます。 

 第２０条下線部の「町長の承認を得て、任命権者が定める。」というのを「町長が定める。」

に改めるものでございます。 

 続いて、４番目の枠になります。 

 第６条は、職員の育児休業等に関する条例の一部改正でございます。 

 第２条第３号（育児休業をすることができない職員）に次のいずれかに該当する非常勤

職員以外の非常勤職員を加えるものであります。 

 「ア」で次のいずれにも該当する非常勤職員として（ア）引き続き在職した期間が１年

以上である非常勤職員、（イ）は５４ページにまたがりますが、その養育する子が１歳６か

月に達する日（第２条の４の規定に該当する場合は２歳に達する日）までに任期が満了す

ること及び引き続き採用されることがあきらかでない非常勤職員、（ウ）で、勤務日の日数

を考慮して規則で定める非常勤職員とし、規則では１週間の勤務日が３日以上、１年間の

勤務日が１２１日以上の非常勤職員と規定をしております。 

 次に、「イ」第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員、これは後ほど条文の

説明をさせていただきます。 

 次に「ウ」その任期の末日を育児休業の期間の末日とする非常勤職員が任期の更新、ま

たは任期満了後に引き続き採用されることになった場合に引き続き育児休業の初日とする

育児休業をするもの。 

 追加された第３号のア、イ、ウの規定に該当する非常勤職員以外が育児休業をすること

ができない職員となるものでございます。 

 ５４ページ後段の第２条の３は、育児休業法第２条第１項の条例で定める日であり、第

１号では、第２号、第３号以外は１歳到達日と定めるものでございます。第２号では、５

５ページにまたがりますが、非常勤職員の配偶者が養育する子の１歳到達日前に育児休業

法による育児休業をしている場合については、当該子が１歳２か月に達する日と定めてお

ります。 

 第３号では、１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため非常勤職員が養育す

る子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする場合は次のいずれにも該当すると

きは１歳６か月の到達日とするものでございます。アで、当該子について当該非常勤職員

が、１歳到達日において育児休業をしている場合、または配偶者が１歳到達日に育児休業

法による育児休業をしている場合。 

 イで、当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務のため

に特に必要と認める場合として規則で定める場合に該当する場合。規則では、保育園の申

込みを行っているが、保育が実施されていない場合。当該子の配偶者であり養育する予定

であったものが死亡、または、負傷、疾病、身体、精神上の障がいにより養育することが
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困難になった場合、または配偶者が当該子と同居しなくなったとき、または配偶者が６週

間以内に出産する予定、または産後８週間を経過してないときを規則の方で規定をしてご

ざいます。 

 次に、５６ページになります。 

 第２条の４、育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に達

するまでの子を養育する非常勤職員が子の１歳６か月到達日に育児休業中であり、その翌

日を育児休業の期間の初日とする育児休業を取得する場合であり、次のいずれにも該当す

る場合は２歳の到達日とするものでございます。 

 第１号では、当該子の１歳６か月到達日に非常勤職員が育児休業をしている場合、また

は配偶者が当該子の１歳６か月到達日に育児休業法による育児休業をしている場合。 

 第２号では、当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的

な勤務のため特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合、規則で

は、前号の第２条の３第３号と同様の規定をしてございます。 

 中段になります。第２条の３を第２条の５に改めます。 

 続いて後段になります。第３条（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別

の事情）。 

 第７号で、第２条の３第３号および第２条の４に該当することを加え、第８号では、任

期の末日を育児休業の期間の末日としている非常勤職員が当該任期が更新、引き続き採用

されたときに当該任期の翌日または当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日と

する育児休業をすることを加えるものでございます。 

 ５７ページをお開きください。 

 第７条（育児休業をしている職員の期末手当等の支給）第２項の下線部で地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号に掲げる職員、これは第２種会

計年度任用職員を除くということを加えるものでございます。 

 中段になります。 

 第８条（育児休業をした職員の職務復帰後における号俸の調整）下線部の地方公務員法

第２２条第１項に規定する会計年度任用職員を除くことを加えるものでございます。 

 後段になります。 

 第１６条第１項の下線部は、育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時

間勤務をしているを削り、第１号で育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしてい

る職員、第２号次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員とし、アで引き続き

在職した期間が１年以上である非常勤職員、イで勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間

を考慮して規則で定める非常勤職員を追加し、規則では、１週間の勤務日が３日以上、１

年間の勤務日が１２１日以上あり、１日につき定められた勤務時間が６時間１５分以上と

規定をしております。 

 後段から５８ページにまたがりますが、第１７条第１項の下線部は、部分休業の承認で

正規の勤務時間に非常勤職員にあっては当該非常勤職員について定められた勤務時間を加

え、第２項の下線部は法律番号と介護時間の承認を受けて勤務しない職員に非常勤職員を

除くことを加えたものでございます。 

 第３項は、非常勤職員の部分休業の承認について、１日につき定められた勤務時間から



- 25 - 

 

５時間４５分を引いた時間を超えない範囲で、かつ２時間から育児時間または介護時間を

引いた範囲内で行うものとするものでございます。 

 後段、第１８条では、（部分休業をしている職員の給与の取り扱い）で第２号で第２種会

計年度任用職員の報酬、次の５９ページにまたがりますが、第３号で第１種会計年度任用

職員の給与について読み替え規定を定めてございます。 

 第２０条では、表記の整理を行ったものでございます。 

 下の枠から６２ページまでの枠になりますが、第７条では、特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例一部改正でございます。地方公務員法の改正によりま

して、非常勤特別職員は専門的な知識、経験等に基づく助言、調査、診断等を行うものに

厳格化されたことにより大幅に改正をしております。 

 別表１の専門委員を削り、学校運営協議会委員とスポーツ推進委員を加え、別表２では

旅費の額を議員から町職員に改め、次の６１ページから６２ページにまたがりますが、別

表３では、現行の規定から左側の改正案のとおり専門委員から鳥獣被害対策実施隊までに

改めるものでございます。 

 ６２ページ下の枠になります。 

 第８条は、職員の給与に関する条例の一部改正でございます。 

 第２０条の３の下線部の見出しを臨時的任用職員に改め、地方公務員法第２２条を第２

２条の３第４項に改め、及び非常勤職員を削るもので、６３ページをお開き下さい。 

 第２２条の３の２（非常勤職員の給料）を新たに定めるものです。 

 ２段目の枠となります。 

 第９条では、町職員の旅費に関する条例の一部改正でございます。 

 第１条第２項第８号に第１種会計年度任用職員を加え、第３条第４項に法律番号を加え

るものでございます。 

 下の枠になります。 

 第１０条は、訓子府町交通安全指導員設置条例の一部改正となります。 

 第２条第１項の下線部で非常勤の特別職員から第２種会計年度任用職員に改め、第２項

で任期について定め、第４条では任務を職務に、次の６４ページでは、第７条で出張に係

る費用弁償と出動に係る費用弁償を定めております。 

 ２番目の枠になります。 

 第１１条は、訓子府町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正となりま

す。 

 第２条の下線部で字句の表記を改め、第３条で、会計年度任用職員の給与の種類及び基

準を定めるものでございます。 

 ５１ページに戻っていただき、附則をご覧いただきたいと思います。 

 この条例は、令和２年４月１日から施行するものでございます。 

 以上、議案第６１号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整備に関する条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきました。 

 ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、議案第５９号、議案第６０号、議案第６１号の各案に対

する提案理由の説明が終わりました。 
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    ◎議案第６２号、議案第６３号、議案第６４号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第１６、議案第６２号、日程第１７、議案第６３号、

日程第１８、議案第６４号を議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第６２号 訓子府町簡易水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定につ

いての提案理由の説明を求めます。議案書６５ページです。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（原口周司君） 議案第６２号 訓子府町簡易水道事業給水条例の一部を

改正する条例の制定について。 

 訓子府町簡易水道事業給水条例（昭和５９年条例第１８号）の一部改正する条例を次の

ように制定しようとするものであります。 

 今回の改正につきましては、水道法が改正になったことと、本町が簡易水道事業認可に

なったことの２点の事由から条例を改正するものであります。 

 １点目の水道法の改正部分につきましては、指定給水装置工事事業者制度に５年の更新

制が導入されたことにより、その更新手数料を含めた所要の改正をしております。 

 なお、給水装置といいますのは、町が布設した配水管から分岐した部分、そこから住宅

内の蛇口までの給水管、止水栓、水道メーターなどをいいます。 

 二つ目に布設工事監督者と水道技術管理者の資格要件が拡大されたことにより、所要の

改正をしております。 

 ２点目の簡易水道事業認可の部分については、布設工事監督者と水道技術管理者の資格

要件において、それぞれの経験年数が水道事業認可の２分の１で満たされることになるこ

とから、所要の改正をするものでございます。 

 改正条文につきましては、６６ページのとおりとなっておりますけども、説明について

は、新旧対照表、６７ページにより行いたいと思いますので、ご覧ください。 

 まず、７条については、町長が給水装置工事事業者の指定したものについて、指定の更

新も含むことの文言を追加しております。 

 次に、指定給水装置工事事業者の指定更新申請の規定および更新手数料徴収の規定につ

いて、第７条の２として追加しております。 

 関連しまして、７０ページの方をご覧いただきたいと思いますが、一番下に別表２の区

分の欄の文言に「及び更新」の字句を追加しております。 

 なお、その手数料は１件につき１万円と規定しております。 

 ６７ページに戻っていただきまして、中盤以下、３９条は、布設工事監督者、６９ペー

ジの第４０条は、水道技術管理者について、それぞれの資格要件を規定しておりますが、

資格要件の拡大の部分につきましては、短期大学の該当の中に専門職大学の前期課程を含

むこととしたこと。これは学校教育法の改定によるものであります。 

 また、簡易水道事業認可の部分については、それぞれの必要な経験年数を２分の１に改

めるものでございます。 

 ６６ページに戻っていただきまして、下の附則として、施行期日ですが、この条例は交

付の日から施行することとしております。 
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 以上、議案第６２号の提案理由を説明させていただきました。ご審議の上、ご決定賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第６３号 オホーツク町村公平委員会規約の変更につ

いての提案理由の説明を求めます。議案書７１ページです。 

 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） オホーツク町村公平委員会規約の変更について、提案理由の

説明をさせていただきます。 

 議案第６３号、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定に

より、オホーツク町村公平委員会規約（昭和４２年規約第１号）を次のとおり変更するこ

とについて、議会の議決を求めるものでございます。 

 はじめに、下の説明をご覧いただきたいと思います。 

 変更の内容といたしましては、オホーツク町村公平委員会事務局職員の人数を改める規

約を変更するための議会の議決を求めるものでございます。 

 それでは、記以下の説明をさせていただきます。 

 オホーツク町村公平委員会規約の一部を変更する規約。 

 オホーツク町村公平委員会規約（昭和４２年規約第１号）の一部を次のように変更する

ものでございます。 

 左の７２ページのオホーツク町村公平委員会規約の一部を変更する規約（案）新旧対照

表をご覧いただきたいと思います。 

 第４条第２項中「２人」を「４人以内」に改めるものでございます。 

 次に、附則をご覧いただきたいのですが、この規約は令和２年１月１日から施行するこ

ととしております。 

 以上、オホーツク公平委員会規約の変更について、その提案理由の説明をさせていただ

きました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 次に、議案第６４号 財産の処分についての提案理由の説明を求

めます。議案書７３ページです。 

 農林商工課長。 

○農林商工課長（遠藤琢磨君） 議案第６４号 財産の処分について、その提案理由を説

明させていただきます。 

 次の財産を処分したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（昭和３９年条例第３１号）第３条の規定により議会の議決を求めるものでござい

ます。 

 記以下について説明させていただきます。 

 事業名は、町有林生産素材販売（皆伐材）その２であります。 

 本件の伐採箇所は、駒里町有林３２林班４小班、北見市西相内町有林３２林班８小班の

合計４．５７ｈａでございます。 

 処分の相手方につきましては、１１月１５日執行の入札において、６社に応札いただき、

物林株式会社営業本部国産材営業部北海道営業室長 奥村克彦氏で、契約金額は１，３５

７万円でございます。 

 予定価格につきましては、１，０８６万４千円となっております。 
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 樹種別の売払材積でございますが、カラマツ５５２．４１７㎥、トドマツ９８３．４４

８㎥、雑木１１．１１３㎥、合計で１，５４６．９７８㎥でございます。 

 なお、用途別で申し上げますと、用材が１，２２３．２５２㎥、パルプ材が３２３．７

２６㎥となっております。 

 以上、議案第６４号の提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜

りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 以上をもって、議案第６２号、議案第６３号、議案第６４号の各

案に対する提案理由の説明が終わりました。 

 

    ◎議事日程の変更 

○議長（須河 徹君） ここで議事について、議会運営委員長ならびに副議長との協議の

ため、暫時休憩といたします。 

 

休憩 午前１１時３０分 

再開 午前１１時３１分 

 

○議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま、議会運営委員長ならびに副議長と協議の結果、これより、日程の順序を変更

し、日程第２０、認定第１号から日程第２５、認定第６号までの一括議題および日程第２

６、報告第１３号、日程第２７、報告第１４号を先に審議したいと思います。 

 これに、ご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、この際、日程の順序を変更し、日程第２０、認定第１号から日程第２５、認定

第６号までの一括議題および日程第２６、報告第１３号、日程第２７、報告第１４号を先

に審議すると決定しました。 

 

    ◎認定第１号、認定第２号、認定第３号、認定第４号、認定第５号、 

     認定第６号 

○議長（須河 徹君） この際、日程第２０、認定第１号、日程第２１、認定第２号、日

程第２２、認定第３号、日程第２３、認定第４号、日程第２４、認定第５号、日程第２５、

認定第６号は、関連する議案なので一括議題といたします。議案書７５ページから８６ペ

ージまでです。 

 本案は、令和元年第３回定例会において提案されたもので、会議規則第３９条第１項に

より「決算審査特別委員会」に付託の上、閉会中の継続審査を行ったものです。会議規則

第４１条第１項により、委員長からの報告を求めます。 

 ３番、工藤決算審査特別委員会 委員長。 

○決算審査特別委員会委員長（工藤弘喜君） ただいま、議長からご指示がございました

ので、平成３０年度各会計決算審査特別委員会における審査内容について、ご報告を申し
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上げます。 

 令和元年９月１０日開会の第３回定例会において、当委員会に付託を受けた「認定第１

号 平成３０年度訓子府町一般会計歳入歳出決算の認定について」から「認定第６号 平

成３０年度訓子府町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について」までの６件の審

査の結果を報告いたします。 

 今年度の各会計決算審査特別委員会は、１０月３１日から１１月６日までの土日・祝日

を除く４日間にわたり、閉会中の継続審査として、特別委員会を開催し、付託案件の審査

を行いました。 

 審査につきましては、事前に提出されている予算執行にかかわる関係書類などを審査し

た後、審査の必要上、提出を求めた支出伝票についても検査を行い、予算の適正な執行と

行政効果に視点をおき、詳細かつ慎重に審査を行い、審査を進めていく中で、疑問等が生

じた事項については、関係各課職員の出席を求めて、内容を聴取いたしました。 

 詳細な審査および質疑の内容につきましては省略をいたしますが、１１月６日には、委

員会としての表決を行い、付託された「認定第１号」から「認定第５号」までの５会計の

決算はいずれも「原案のとおり認定すべきもの」、また「認定第６号」については、「原案

のとおり可決及び認定すべきもの」として全会一致で決定をいたしました。 

 なお、決算審査特別委員会において、意見の一致した留意すべき事項として、次の点を

審査意見として申し上げますので、今後の行政執行にあたって配慮していただきたいと思

います。 

 １、歳入では、一つ、税や使用料等の徴収に職員の不断の努力とその成果が大いに見ら

れ、引き続き徴収に努めることを望むものであります。 

 二つ、重複滞納者に対し、関係課が現在も連携の中で徴収にあたっており、個人情報な

どの課題があることは理解しておりますが、今後も連携体制を引き続き維持し、効率的な

徴収に努めるとともに、滞納者の生活実態にも配慮した対応を望むものであります。 

 三つ、町の施策の実施にあたり、財源確保のため国や道の動向を把握し、支援施策を積

極的に取り込むことを望むものであります。 

 ２、歳出では、一つ、福祉の各種事業などは、町民にその制度を有効に活用してもらう

ため、引き続きサービス利用促進に向けた周知を望むものであります。 

 二つ、町の産業振興に対する補助事業については、人口減少や移住定住さらに町の活性

化対策のため、各関係団体と協議をし、その効果が発揮できるように事業の継続を望むも

のであります。 

 三つ、水道事業では厳しい財政状況ではあるものの、重要なライフラインとして老朽管

の更新や有収率の向上等、「水道ビジョン」の着実な推進を望むものであります。  

 最後に、厳しい財政状況の中、財政健全化を図りながら住民サービス向上に向けた職員

一人一人の努力は、十分に評価できるところです。 

 今後においても、より一層の財政健全化を図りつつ、歳入・歳出のバランスに留意し、

町民のための「まちづくり」に向け、創意、工夫と一層の努力をお願いするものでありま

す。 

 また、今後予定されている「第５次行政改革大綱」の策定においても、「財政健全化」と

「まちづくり」の両面を見据えた検討を望むものであります。 
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 以上、決算審査特別委員会に付託をされた認定第１号 平成３０年度訓子府町一般会計

歳入歳出決算の認定についてから認定第６号 平成３０年度訓子府町水道事業会計剰余金

の処分及び決算の認定についてまでの審査の経過と結果を報告申し上げ、訓子府町会議規

則第４１条第１項の規定による報告とさせていただきます。 

 以上であります。 

○議長（須河 徹君） 以上のとおり認定第１号から認定第６号までの委員長報告は、お

手元の議案書の委員会審査報告書のとおり認定第１号から認定第５号までについては「原

案のとおり認定すべきもの」および認定第６号については「原案のとおり可決及び認定す

べきもの」と委員会として決定いたしました。 

 これより、委員長報告に対する一括議題の認定第１号、認定第２号、認定第３号、認定

第４号、認定第５号、認定第６号の質疑に入ります。 

 質疑は、委員長に対する質疑といたします。 

 一括議題の質疑にあたりましては、議事進行上、議長が指定した議案ごとに、１人につ

き２回までといたします。 

 まず最初に、認定第１号の質疑を許します。 

 ご質疑ありませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 質疑がないようですので、認定第１号の質疑を終了いたします。 

 次に、認定第２号の質疑を許します。 

 ご質疑ありませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 質疑がないようですので、認定第２号の質疑を終了いたします。 

 次に、認定第３号の質疑を許します。 

 ご質疑ありませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 質疑がないようですので、認定第３号の質疑を終了いたします。 

 次に、認定第４号の質疑を許します。 

 ご質疑ありませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 質疑がないようですので、認定第４号の質疑を終了いたします。 

 次に、認定第５号の質疑を許します。 

 ご質疑ありませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 質疑がないようですので、認定第５号の質疑を終了いたします。 

 次に、認定第６号の質疑を許します。 

 ご質疑ありませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 質疑がないようですので、認定第６号の質疑を終了いたします。 

 以上をもって、質疑を終了いたします。 

 これより、一括議題の討論を行います。 
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 討論にあたっては、議案番号を指定してから討論を願います。 

 討論ございませんか。 

（「なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 討論がないようですので、これをもって、討論を終了いたします。 

 これより、一括議題の認定第１号、認定第２号、認定第３号、認定第４号、認定第５号、

認定第６号の採決をいたします。 

 委員長報告のとおり、認定第１号、認定第２号、認定第３号、認定第４号、認定第５号

までの５件については、認定することに、認定第６号については、可決及び認定とするこ

とにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、委員長報告のとおり認定第１号、認定第２号、認定第３号、認定第４号、認定

第５号までの５件については認定することに、認定第６号については可決及び認定とする

ことに決定いたしました。 

 

    ◎報告第１３号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第２６、報告第１３号 専決処分の報告についてを議

題といたします。議案書８７ページです。 

 提出者からの報告を求めます。 

 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） 報告第１３号の提案説明を申し上げます。議案書８７ページ

をお開きください。 

 報告第１３号 専決処分の報告について。 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分をしたので、同条第２項の規定により報告するものであります。 

 ８９ページの専決処分書をご覧ください。 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会の議決を

経た工事請負契約の変更について、次のとおり専決処分する。 

 本契約に係る工事名は、幸栄団地公営住宅建設工事であり、契約の相手方につきまして

は、久島工業株式会社 代表取締役 久島正之氏であります。 

 契約金額につきましては、今年の６月議会において議決いただきました、契約金額８，

３７０万円を８，５２５万円に契約変更したものであります。 

 概要につきましては、記載のとおりでございますが、今回の契約変更の要因につきまし

ては、本年１０月１日より、消費税法の改正によりまして、消費税及び地方消費税の税率

が８％から１０％に引き上げされたことに伴い、契約金額が１５５万円増の８，５２５万

円となったものでございます。 

 以上、報告第１３号 議会の議決を経た工事請負契約の変更について、専決処分の報告

とさせていただきますので、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、本報告を終わります。 
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     ◎報告第１４号 

○議長（須河 徹君） 次に、日程第２７、報告第１４号 出納検査結果報告についてを

議題といたします。議案書９０ページです。 

 事務局長に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（八鍬光邦君） 議案書の９０ページをお願いします。 

 報告第１４号 出納検査結果報告について。 

 監査委員から出納検査について、次のとおり報告があった。 

令和元年１２月１０日提出 

訓子府町議会議長 須 河   徹 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和元年１０月１０日町会計

管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和元年１０月１０日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次のページ、９１ページから９３ページにつきましては、説明を省略させていただきま

して、９４ページをお開き願います。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和元年１１月１１日町会計

管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 須河 徹 様 

令和元年１１月１１日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 

訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次のページ、９５ページから９７ページにつきましても、先ほどと同様、説明を省略さ

せていただきます。続きまして、本日追加で配付させていただきました１２月分の例月出

納検査結果報告についてご説明申し上げます。９８ページでございます。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、令和元年１２月９日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

 １．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

 訓子府議会議長 須河 徹 様 

令和元年１２月９日 

訓子府町監査委員 平 塚 晴 康 
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訓子府町監査委員 河 端 芳 惠 

 次のページの９９ページから１０１ページにつきましても、説明を省略させていただき

ます。 

 以上でございます。 

○議長（須河 徹君） 以上で、本報告を終わります。 

 ここで昼食のため、休憩いたします。 

 午後は１時から行いますので、参集願います。 

 

休憩 午前１１時４７分 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（須河 徹君） それでは、定刻になりました。 

 休憩を解き、会議を継続いたします。 

 

    ◎一般質問 

○議長（須河 徹君） 日程第１９、一般質問を行います。 

 質問は通告書の順序により発言を許します。 

 なお、質問は答弁を含めて議会運営委員会から答申された時間に制限いたしますから簡

潔に質問、答弁されますように希望いたします。 

 それでは一般質問の発言を許します。 

 ２番、泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） ２番、泉です。通告書に従いまして一般質問させていただきます。 

 公営住宅の暮らしやすさと将来像について伺います。 

 訓子府町でも人口減少が進む中、定住対策に取り組む本町にとって、「町民が安心して快

適に暮らしているか」は今後の人口問題を考える上で大変重要と思われます。 

 町の人口の１０％程度は公営住宅等に住んでおり、その住環境整備の必要性を求める町

民の声が多く聞かれますので、次の点について伺います。 

 一つ、現在入居している町民の声、要望等をどのように把握していますか。 

 二つ目、平成２４年に公営住宅等長寿命化計画が策定されましたが、これまでの評価と

今後の課題は何ですか。 

 三つ目に、時代の変化に伴い、求められる住宅も変化していますが、町有の住宅も含め

て、定住されるための将来的な住宅をどう考えますか。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） ただいま、公営住宅の暮らしやすさと将来像について、３点のお

尋ねがありましたのでお答えします。 

 １点目の「現在入居している町民の声をどのように把握していますか」とのお尋ねです

が、平成２４年度に「訓子府町公営住宅等長寿命化計画」を策定しておりますが、計画策

定にあたり、町の公営住宅、町有住宅の全入居者を対象として、住宅に対する評価や改善

意向等の傾向を把握するためのアンケート調査を実施しております。 

 また、平成２９年度から開始されました幸栄団地住宅建替・改修事業においても、同様
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に幸栄団地に入居されている方々を対象に、住宅の建て替えや改善等の意向調査を行って

おります。 

 その他、公営住宅や町有住宅に関する日常の維持管理において、入居者から直接話を聞

くなど、住宅に関する要望等を把握しているところです。 

 ２点目の「平成２４年に公営住宅等長寿命化計画が策定されましたが、これまでの評価

と今後の課題は何ですか」とのお尋ねですが、平成２４年度に策定した「公営住宅等長寿

命化計画」は、町の公営住宅等の基本的方向および公営住宅等の今後の活用方針や維持管

理方針を定めた計画であります。 

 この計画に基づき、末広団地や幸栄団地の建て替え・改修事業、穂波団地の屋根外壁等

の長寿命化事業を事業ごとに１年に１棟ずつ実施しておりますが、これまで概ね計画どお

り進められており、入居者からも良い評価をいただいているところです。 

 今後の課題としましては、浴槽や給湯設備のない、築３０年以上経過した町営住宅がい

まだに多くあるため、これまでの社会情勢の変化や事業の進捗状況等を踏まえ、今後予定

されています日出団地や末広団地の改修等について、住民の意向を伺いながら、良質な住

環境整備を進めてまいります。 

 ３点目の「時代の変化に伴い、求められる住宅も変化していますが、町有の住宅も含め

て、定住されるための将来的な住宅をどう考えますか」とのお尋ねですが、本町において

も人口減少とともに、少子高齢化が進んでおり、公営住宅等を取り巻く状況も大きく変わ

ってきております。 

 町が策定した「公営住宅等長寿命化計画」は、公営住宅のほか、町有住宅を含めた計画

となっており、その中で、四つの基本目標を掲げ、公営住宅等を取り巻く課題に対応する

こととしております。 

 一つ目に「公営住宅等ストックの計画的・効率的な活用」、二つ目に「安全と快適性を備

えた優良ストックの形成」、三つ目に「誰もが安心して暮らせる住宅セーフティネットの構

築」、四つ目に「団地および地域コミュニティの活性化を促す公営住宅整備」となっており、

この四つの目標に向かい、現在および将来にわたって、住宅に困窮する世帯が、安全・安

心に暮らせるよう環境づくりを進めることが大事なことと考えております。 

 以上、お尋ねのありました３点についてお答えいたしましたので、ご理解賜りますよう

お願い申し上げます。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） いくつか再質問をさせていただきたいと思います。 

 まず一つ目の入居者の声についてですが、私は夏から秋にかけて個人の議員だよりを作

りまして、それを配りながら、まちの皆さんとお話をしたところ、公営住宅について心配

する声が多かったので、実際に入居している方にお話を聞いてみようと思いまして、町内

の各団地を回ってみました。日中不在の方も多かったんですけれども、たくさんの方から

ご意見をいただきましたので、町民の皆さんを代表していくつかお話をさせていただきた

いと思います。全体的に見てみると私がお話を聞いた中の半数ぐらいの方はおおむね満足

しているという印象を受けました。あとは具体的な声としましては、舗装されている駐車

場の入口にくぼみがあって大きな水たまりができるのが不快である。あと水道の蛇口が使

いにくいという方がいらっしゃいまして、これは築５年ぐらいしか経っていない新しい住
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宅なんですけれども、入居した当時から何か蛇口の先にシャワーヘッドのようなものを取

り付けて周りにはねないようにしたかったんだけれども、あう器具がみつからなくて、業

者の方に相談しても、水道の蛇口だけの問題だけじゃなくて、もっと根本のところから取

り替えないと対応できないということで、５年ぐらい経つけれども、いまだに洗い物をす

る時に周りがびしょびしょになっているのがすごくストレスだということを強く訴えてい

る方がいらっしゃいました。それから玄関のドアが凍結して冬になると開かなくなってし

まうという住宅がありました。気温が下がった時に玄関ドアの周りが凍り付いて固まって

しまって、外に出る時にドライバーで周りをずっと削って、それでやっと外に出れるって

いうぐらいひどい状況っていうことなので、何か造りに問題があるんじゃないかという心

配をされておりました。あとはストーブが古くて灯油のにおいがするので、漏れていない

か心配で火事になるのではという不安があって、夜眠れないという方がいらっしゃいまし

て、聞くと、入居されてから１８年間は同じものを使用していて、前に役場の方に相談し

たこともあったんだけれども、壊れている訳ではないので使ってほしいということのお話

で何とかだましだまし使っているようなんですけども、火事になるのを未然に防ぐために

も、もう一度確認してもらって、大丈夫なら大丈夫という確約がほしいみたいなので、ち

ょっと確認してもらったらいいかなと思いました。予算も毎年、数台分とっているみたい

なので、その中でもし取り替え等できるようならお願いしたいと思います。それから役場

に何かの修理を依頼した時に話がスムーズに進まずにストレスを感じたという方がお二人

いらっしゃいました。実際に業者の方が来ると、話はスムーズにわかってもらえたんだけ

れども、なかなか専門的なことだったのかもしれないんですけど、それにストレスを感じ

ているという方がいらっしゃいました。あとはインターネット環境の整備を急いでほしい

という声がありまして、それは全町的な問題にもなっていると思うんですけれども、今、

インターネット環境はあって当然という意識があるのかなと思って聞いておりました。そ

れから入居者同士のコミュニケーションが足りないような気がするという声もお年寄りの

方からありまして、１００歳体操とかで集まっている方もいるみたいなんですけど、いつ

も同じメンバーばかり集まっているし、出てこない人のことを心配するような声だったか

と思います。それから毎年春になるとトイレの床の部分から水が染み出てくるという住宅

がありまして、これは何か雪解けの時期になると春の雪解けの時期、１週間ぐらいだけな

んだそうですけど、毎年同じ時期ぐらいになると下から湧き出てくるような感じになって

いて、水を流すとか流さないとかに関係なく湧き出てくるそうです。ただ時期的には短い

ので、また今年もかという感じでだましだまし使っているそうです。それから灯油タンク

の下の配管、くるくるっとまかさっている配管のところが劣化しているので直してほしい

というお話で、これは私も実際に見せてもらったんですけど、何か衝撃があったような感

じでつぶれて曲がっている感じだったので、ちゃんと配管としての機能を果たせているの

かなと心配になるぐらいの感じだったので、なるべく急いで確認してもらった方がいいの

かなと思っておりました。あとは建築材料が安っぽい、建て付けが悪いという声が一番多

かったんですけれども、皆さん安い家賃で住んでいるので、あまり文句も言えないけどっ

ていう感じで言っていましたけれども、公営住宅とはいえ、住宅の質の向上が求められて

いるのかなという印象を受けました。それから日出団地なんですけど、出入口が砂利にな

っていて、そこを舗装してあげたらどうかという、これは入居者の方じゃなくて、近隣の
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住民の方がずっと気にしているんだよねっていうお話をされておりました。砂利が減ると

時々補充というか、して、きれいにはしてくれているんだけど、いまどき砂利なんてって

いう感じだったので、舗装してやったらっていうお話でした。それと先ほど答弁書の方に

もありましたけど、お風呂のない住宅があるので、それも早く改修してやったらいいんじ

ゃないというお話がありまして、長寿命化計画の方を見てみると、２０２０年から改善予

定となっているので、これは来年あたりから取り組んでいただけるのかなと思っていまし

た。あと今の時期にちょっと聞かせてもらった方から多かった意見なのかもしれないんで

すけど、床が冷たいというおうちが結構多かったと思います。同じ建てた、同じ隣の方は

どうなのかなと思って、隣りの方に聞くと、隣は満足しているとかっていうケースもあっ

たり、あと湿気が多くて家具の裏がカビてしまうという方もいたので、それも隣りの方に

聞いたんですけど、隣の方は大丈夫でした。なので、換気とか暖房の使い方とかの関係で

そういうふうになっているのかもしれないので、ちょっとわからないんですけど、一応そ

んな声がありました。他にもいろいろ些細なことはあったんですけれども、細かいような

不具合とか寒さ対策については、皆さん各自工夫して暮らしている方が多いと思うんです

けども、備え付けの設備は自分たちでは替えられなくて困っているという方が多いようで

した。役場の方では入居の時と退去の時は確認などはしていると思うんですけれども、日

常的にまわって保守点検のようなことはされているのかどうかをちょっとお聞きしたいと

思います。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、泉議員の方からいろいろな住民の声を聞いて話あ

りました。いろいろ、うち、担当者もですね、いろいろ、いろんなところで住民の方と接

していまして、私の方は聞いたりして対応しています。１点目にもある苦情、故障等につ

いてはすぐに役場の方に来ますので、それに対してはすぐに対応するということと、あと

住宅、本来にかかる、本体の部分については、これについては、その住宅そのものの設備

の関係とかというの替えられない部分あるので、それについてはどうしようもないですけ

ども、替えられる部分についてはですね、個人で対応してもらったり、そういった形でし

ていただいている部分もございます。そういったことで、これから今、話ありましたけど

も、そういった部分については、さらにですね、気に留めてですね、改めて聞くなり、確

認するなりを担当としてはやっていきたいと思っていますけども、役場としてはですね、

入退去については必ず説明して、退去する時にも確認しておりますけども、普段からもで

すね、事あるごとに日常の維持管理の中でお話をしているということと、こちらからお知

らせするのに通知と草刈と、またあと凍結、今の時期でいうと水道の凍結とか、排気ガス

の管が雪で詰まらないようにするということで、本来なら郵送なんですけども、郵送もし

ないでですね、必ず各戸まわってですね、住宅の状況等、外回りとか確認して定期的に確

認してやっております。そういうことで基本的にはですね、事あるごとに対応していると

いうことでご理解願いたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） 私が思っていたよりも、ずっと対応を細かくしていただいている

のかなという印象を受けました。ただ、私が話聞いて回った時には、あまり、話、こっち

から電話すれば聞いてくれるけど、なかなか役場の方との交渉とかは言いにくいとかって
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いう方もたくさんいて、よく来て聞いてくれたという方も多かったように思っています。

この計画の策定の時にアンケート調査をしていると思うんですけども、これは計画策定の

基礎資料とするためのものだったと思いますけれども、見るとすごくアンケートの回収率

も高くて、自由意見も相当あるんですけれども、この策定の時も７年も前ではあるんです

けど、その調査の結果を受けて、どのように対応したのかというのを聞きたいのと、あと

７年経っているので、入居者の方の入れ替わりも、かなりあったと思いますが、今後のア

ンケートのようなものの実施の予定はあるかどうかをお尋ねします。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、アンケート調査の関係で、その結果どのように対

応しているかということでございますけども、そのアンケートを元にですね、建物の修繕、

例えば福祉対応をするとか、それとも結露対策をするとか、そういうことをですね、改修

にあたって各住棟ごとといいますか、その地域ごとにですね、整理をさせていただいて対

応しているということと、それから７年経っているということでございますので、今回、

長寿命計画については、おおむね５年ごとに見直すということになっておりまして、今回、

今年で８年目、来年９年目になりますので、来年にですね、この辺の見直しも含めてです

ね、進めることになっております。そういった中ではもう一度アンケートをとりなおして

ですね、９年も経っていますので、新しい人も入っていますので、そういう検討について、

次のステップに進んでまいりたいと思っています。 

 以上です。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） アンケートをしていただけそうなので安心しました。役場の方で

は回って見る限りでは外側の傷み具合というのはわかりやすいと思うんですけど、内部は

やはり住んでいる方にしかわからないことが多かったりすると思うので、実際に住んでい

る方の声を聞いていただきたいと思います。個別対応も一度にするのは大変かと思います

けれども、長く大切に使っていただくためにも入居の時だけではなくて、アフターケアな

どを考えていただきたいと思います。 

 それからもう一つは、入居を希望する高齢者、障がい者、低所得者などの多様な住宅困

窮者の相談があると思うんですけれども、それは役場の中の各課で情報を共有しながら行

われているのかどうかをお尋ねします。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、個別対応は大変だけども、入居者とのアフターケ

アもしてほしいということの質問でございますけども、基本的に町としては法令に定めら

れた、整備された住宅を提供しているということで行っておりますので、特段、支障があ

ればですね、対応するということでございますけども、何かある機会にですね、いろいろ

な部分で話を聞いてですね、対応できるものはしていきたいというふうに考えております

のでご理解をいただきたいと思います。 

 また高齢者、障がい者、特に居住の安定を図る方の対応、各課連携で対応しているのか

ということでございますけども、この辺につきましては、福祉関係、福祉保健課とですね、

情報提供、連携しまして、いろいろ相談して、そういうふうに入居された方もケースとし

てはいろいろあります。そういうことでご理解いただきたいと思います。 
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○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） それでは、二つ目の長寿命化計画について、いくつかお尋ねした

いと思いますが・・・ 

○議長（須河 徹君） ちょっと待ってください。 

○町長（菊池一春君） 二つ目入る前に。 

○議長（須河 徹君） 入りましたけれども・・・。いいですか。じゃあ町長。 

○町長（菊池一春君） ちょっと反問権使わせてもらっていいでしょうか。 

○議長（須河 徹君） どうぞ。 

○町長（菊池一春君） 泉議員が聞き取り調査というのやったのはいつ頃でどれぐらいの

期間かけたかということと、２５０戸ほど町営住宅あるんですけども、全部回ってますか

ね。これちょっと教えてほしいと思ったんですけど。どのぐらいの期間かけて、そして全

部回ったのかな。 

○議長（須河 徹君） よろしいですか。 

 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） 期間は９月から１１月ぐらいにかけてですが、毎日回っている訳

ではなくて、都合のつくときに回っているんですけども、２か月ぐらいをかけてゆっくり

回りました。それから戸数なんですけども、各団地は回りましたけども、不在のところも

多かったので、多分１００戸ぐらいは回ってお話を聞いていると思います。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） ありがとうございました。 

 今、冒頭の質問で細かく言うと１２項目上がったんですね、水はけの悪さとか、駐車場

の溝、玄関のドア、それからストーブが古い、そういうこと含めて、それと役場の職員に

言いにくいと、これやっぱり町営住宅、なかなか入りにくい中で入っているから、言いに

くいという感情がよくわかります。アンケートもさることながら、こうした細かなことで

実態として生活に困るという、本当に苦労しているということがよくわかります。あらた

めて、そのいただいた資料を提供していただけるなら、うちの職員行かせますよ、そして

できるだけ早く対応して改善できるものは改善する。して、より住みやすくしてもらうと

いうことが基本でないかと僕は思います。職員頑張っていますよ、だけどね、気が付かな

いことや、言えないこともあるから、きっともって泉議員が行った時、いろんな相談され

たと思いますので、それは誰が行っても、困っていることは困ってて、直せるものは直し

ていかなきゃならないと思いますので、対応していきたいというふうに思います。ただこ

れだけはご理解いただきたいんだけど、国の制度や状況によっては、建て付けやいろんな

ことで難しい問題もあるかもしれません。でもできるだけ、うちの職員たちにその情報を

提供していただいて、うちの方も誠実に誠意を持って、やれるとこをやれるという体制を

作っていくべきだと考えておりますので、これについてはちょっとご理解ください。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） 今、町長の方から具体的に対応するというお話をいただきました

ので、私もこんなにたくさんお話いただいたんだけれども、この場でどの建物の誰ってい

うふうに言うことはできないので、どういうふうにこのあとしたらいいのかなと思ってい

たものですから、聞いていただけるということでしたら、私の情報を提供させていただい
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て、実際に動いていただけたらと思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） 渡辺課長に言ってください。いいですか。そうすると職員います

から、手が足りなかったら地域担当職員等もいますので、できるだけもう寒くなってきて

いますから、できるだけ早く対応するべきだというふうに私自身は考えますので、遠慮し

ないで言ってください。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） それでは、二つ目の長寿命化計画についてのお話をさせていただ

きたいと思います。 

 ここ数年で、先ほどもおっしゃったように、末広団地や幸栄団地の建て替えが進み、長

寿命化計画どおりかと思われますけれども、住み替え時の住民説明や住民理解はスムーズ

に進んだのかどうかをお尋ねしたいと思います。中には説明不足だという声も聞こえてお

りまして、入った時に入居のしおりはあったけれども、言葉が難しくて理解できなかった

とか、機器の取り扱い説明書はあったけれども、難しくて、女性の一人暮らしとかだと使

い方がわからなかったので、立会いで説明してほしかったという声なんかもあったもので

すから、その辺の住み替えがスムーズにいったかどうかをお尋ねします。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、住み替えが順調にいったかということでございま

すけども、住み替えにあたっては、事前にですね、皆さんと説明会を何度も話しまして、

住み替えにあたっては、希望する方もいれば、できればこのまま住んでいたいという方と、

いろんな方がいる中で、そういった中で全体をまとめながら、一棟、一棟、整理していく

という、大変ちょっと簡単ではない作業なんですね、そういった中でやっぱり説明が一番

大事なもんですから、説明については十分にご理解いただいて、進めてきたという状況で

ございます。 

 また入居にあたっての１棟、１棟の設備の説明ということでございますけども、基本的

に説明はしていますけども、難しい部分については、至らない部分あるかもしれないです

けども、聞かれて答えないことはありませんので、聞いていただければ間違いなく答えて

いると思いますし、もしそういう声があるというのであれば、今後ですね、そういうこと

も含めてですね、住民に対して説明していきたいと思っていますので、そういうことでご

理解いただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） 説明会もされているようですし、個別に入居の時に立会いで説明

していただいているということでしたので、入居してた方の聞くのが足りなかったのかも

しれないというふうな印象は受けました。 

 それから次に、この計画の中にあった高齢者対応について伺いたいんですけれども、高

齢者対応、バリアフリーや手すりの設置についてなんですが、新築や建て替えの住宅はも

う既に対応されているとは思うんですけれども、古い既存の住宅の進捗状況を教えてくだ

さい。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、バリアフリーの関係の説明があったと思いますけ
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ども、新築、建て替えについては居室内のバリアフリー化とかっていうことで、この計画

に載ったとおりの形で進めてはいますけども、古い住宅についてはですね、今の現在では、

この事業入っていないもんですから、特段の対応はしてませんけども、通常、今までのケ

ースで言いますと、入っている方が介護保険などを利用して手すりをつけたりということ

で、されているという状況でございます。 

 以上です。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） では、まだ実際に住まわれているところでバリアフリーや手すり

が対応されていないところはあるということかと思います。これは入退居のタイミングで

されていくのかなと思いますので、今後も計画どおりに進めていただきたいと思います。 

 それと三つ目の将来的な住宅についてもいくつか伺いたいと思います。 

 時代の変化とともに、２人世帯や単身世帯が多くなってきました。今後もますますその

傾向が強くなると予想されますけれども、そのような小規模世帯の増加への対応をどのよ

うに考えていますか。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、単身とか夫婦世帯とか、世帯が小さくなっている

といいますかね、少人数ということで、どういうふうに考えているかということでござい

ますけども、その辺もですね、長寿命化計画といいますか、小さい１ＬＤＫとかっていう

部分についてもですね、将来的な戸数ですか、推計いたしまして、今、当時の予定では平

成２３年の計画時点の単身者は高齢者で３２人だったんですけど、今、現実的には５３人

と増えてきているという状況もありますので、長寿命化の改善等にあたっても、居室の小

さいところに３ＬＤＫに住んでいる方、高齢者を小さい１Ｌとか２Ｌの方に住み替えてい

ただくとか、そういうことも含めて検討しているところでございます。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） 今、お話あったように、高齢化も進んでいますし、生活スタイル

も多様化してきておりまして、求められる住宅も変わってきているかと思います。定住さ

れるために良好な生活環境を提供する必要があると思いますけれども、建て替えの時に内

部的なもので何か工夫されているところとか、昔とは違って、ここは改善されているよと

いうところがあれば教えてほしいと思います。１１月だったと思うですけど、産業建設常

任委員会では建て替えた幸栄団地を視察させてもらっていると思うんですけども、私ちょ

っと委員会が違って見せてもらってないものですから、もし何か工夫や改善されていると

ころがあったらお知らせください。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、建て替えになった公営住宅、どういうふうに改善

されているかというご質問かと思いますけども、公営住宅の整備基準というのはですね、

国の方で世代ごとに、その時の状況、求められる整備基準に基づいて、法も改正になって、

整備基準もどんどん変わってきているということでございます。うちの町で言うと昭和４

０年後半から５０年、昭和の６０年、平成という部分で一気にですね、住宅が、公営住宅

を建てた経緯がありますけども、その時の整備基準としましては、浴室はあるんですけど

も、浴槽がない、それとあと設備基準もですね、今で言いますと給湯設備あるんですけど、
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当時は給湯設備がなくて、自分でですね、ガス湯沸かし器を付けるとか、そういうような

ことで進んでおりましたけども、平成６年の穂波団地の改修あたりからですね、その辺が

大きく整備基準変わりまして、ユニットバスになったりですね、３箇所給湯施設というこ

とで、流し、洗面所、風呂場、これが集中の給湯器になってきたという経緯でございます。

そういうことで設備等も増えてきているのと、今新しくなってきている部分では、やっぱ

り断熱効果ですね、特に外断熱といいますか、結露のしにくい、最近の標準といいますか

ね、そういう形で整備なされていますので、時代、時代にですね、整備水準が上がってい

るということでなっていますのでご理解いただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） 昔と比べたら、いろいろなところが改善されてきて住みやすくな

ってきているのかなと思いました。 

 次に、ちょっと他の地域から転入したい時に手頃な住む住宅は十分あるのかどうかをち

ょっと考えてみたんですけれども、訓子府は北見市まで車で１５分から２０分ぐらいで行

ける、北見市のベットタウンとしての可能性の高い地域だと思っています。それをもっと

生かす方法を考えていくべきなんじゃないかなと思っているんですけども、町のホームペ

ージを見てもパッとしないし、すいません、ごめんなさい、失礼ですよね、パッとしない

なと思っていますし、今回予定している更新に期待するところではあるんですけれども、

町外向けに良いＰＲの方法などを考えていらっしゃれば、その方向性を教えていただきた

いと思います。 

○議長（須河 徹君） 総務課長。 

○総務課長（伊田 彰君） ホームページの話題になりましたので、ちょっと私の方から、

非常に過去の議会でも町の魅力の発信が非常におぞいというかですね、議員言われるとお

りパッとしないというような状況もありまして、本年ホームページを起爆剤にしたいとい

う思いありますけども、今、現在、委託で積み上げをしているところでございますので、

もっと魅力あるホームページを作って、多くの発信をしていきたいというふうに考えてい

ますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） ぜひ若い方の意見も取り入れていただいて、素敵なホームページ

を作っていただきたいと思います。 

 それから既存の住宅の活用方法はないかという声も聞こえてきていまして、例えば短期

で貸してみるとか、ちょっとリフォームして若い人に貸してみるとか、そういう「ちょっ

といいね」っていう方向にいってもらえるといいなと思っていました。それでこの間の１

１月に議会で実践会の連絡協議会の役員さんとの意見交換会があった時にもお話が出てい

ただんですけれども、農業後継者の方が入居できる住宅を求める声がありました。農業関

連組織いくつかあると思うんですけど、ＪＡとか担い手とか農業委員会とか、そういう方

たちの知識持っている方たちからアイデアを出し合って、農業の町ならではの訓子府らし

い住宅を作れないか考えていただきたいと思いました。そんな住宅があればお嫁さんも来

やすくなると思いますし、新規就農希望者の受け入れにもつながってくるかと思います。

今年新たに元気なまちづくり推進室ができまして、移住・定住のことも力入れていくと思

いますので、そちらとも連携して考えてほしいと思いますけれども、そのような方向はど
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のようにお考えでしょうか。 

○議長（須河 徹君） 元気なまちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） ただいま、空き家等を使って農業後継者と

かの住宅にした方がいいんでないかということだったと思うんですけども、今、空き家バ

ンクやってまして、農業後継者に関わらず住宅をほしいという人に賃貸や買ってもらって

住んでもらうということでやっています。一部そういう声もありまして、例えば、町でも

しか買ってリフォームして貸すとか、あとお試し住宅なんかも今後検討していかなければ

ならないなということでは考えております。 

 以上です。 

○議長（須河 徹君） 農林商工課長。 

○農林商工課長（遠藤琢磨君） ただいま、泉議員の方から農業後継者と実習生等の入居

できるような住宅があれば今後つながるんではないかというようなご質問ありましたけれ

ども、農業後継者の方々、入居する条件等いろいろあるんですけれども、東幸町に定住促

進住宅というの過去に作りまして、町営住宅とはまた別な住宅ということで、所得制限と

かそういう部分があまり緩和されたような住宅で、そこに入ってもらっているという、今

も何軒か入居している方もおりますし、それから実習生に関しましては、末広の古い住宅

を一部改修しまして、実習生の受け入れ用の住宅ということで、現在のところ２戸ですね、

２戸確保しているというところもございますけども、実習生等が来た時には、そこに入居

できるというようなことで、ただ、先日の産建常任委員会と担い手推進協議会の意見交換

会の中でもですね、そういうような意見もございまして、担い手相談員さんもそういった

部分も認識しているところでございますので、ご理解願いたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） 今、空き家バンクの活用とかお試し住宅の話や農業後継者の住宅

の話なども他のところでも出ているということだったので、必要に応じて考えていただき

たいなと思いました。 

 それからちょっと最後に、コミュニティー団地のことをお話させていただきたいんです

けども、これこの後、谷口議員も質問するのでちょっとだけ触れておくぐらいにしておき

たいと思ったんですけど、１２月の広報の折り込みにコミュニティー団地のアンケート結

果が載っていたのを見ました。住み替えの時に町内に住みたいと希望する方が多く占めて

いたことがまずうれしいなと私は見て思っておりました。その中で将来の住み替え先とし

て公営住宅に住みたいという方の希望が結構多かったと思われます。これからの需要が増

えていくのかなと思いました。それから町内事業所の勤務者の中で北見市から通勤する方

が多くて、手頃な住宅がないのが理由ということも多かったと思いますので、住宅が整え

ば住民も増えてくる見込みが十分あるのではないかと思いました。この人口問題に直結す

る、この需要を将来の住宅政策に反映させてほしいと思いましたが、どのようにお考えで

しょうか。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、コミュニティー団地の調査結果につきましてのこ

とで政策に反映させていただきたいとありましたけども、まさにですね、今回調査したの

は高齢者等のどれだけのニーズがあるのか、町外から通われて訓子府に仕事をされている
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方が訓子府に住む意識がどれぐらいあるか、その基礎調査をした段階でございまして、今

後これらのニーズを把握してですね、今後、住宅のありようといいますかね、本町の住宅

のありようを一つの資料といいますか、して今後進めていきたいとふうに考えております

ので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） 将来的な住宅を作る上でも今後構想を考えていく中で町民の皆さ

んの声をできるだけ多く集めて良い方法で考えていただきたいと思いますし、現在、入居

している方のこともまず第一に考えていただいて、安心して快適に暮らせるように寄り添

っていただきたいと思いました。 

 最後に町長から何か一言あったらお願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） ３点にわたる質問をいただきました。 

 １点目につきましては、やれることとやれないことはあるけれども、いずれにしてもご

不自由を感じている入居者に対して、できるだけ早く対応していかなければならない。 

 ２点目の長寿命化計画、これまでの評価については、課長から申し上げたとおりです。 

 今、もう３点目の話になりますけども、一つは高齢者対策と若者住宅を含めて、苦慮し

ておりました。それは私自身は高齢者の方々と若者が１階、２階に入って、年寄りが１階、

若者が２階にということを切望していましたけど、実際には職員も含めて非常に難しい現

実の問題があると。コミュニティー住宅という案を出して、町民にアンケートをとりまし

た。これもやってみて、みんな７割、８割の方が訓子府に住みたいっていうんだけど、年

寄りと一緒に、例えば若者と年寄りと向き合うという形をすることが非常にこうなんかこ

う、束縛されるような、そういったこともあって、世代の違いが不自由だと、逆に言うと

困っちゃうという意見も多いということで、この住宅問題というのは非常にメンタルな問

題があるんじゃないかなというふうに思います。私どもも例えば農家の後継者が入る住宅

がないということで何とかできないかということで例えば農業試験場の空き住宅、これを

道庁から我々に貸してくれという要請もしたけど、これは駄目です。もう一つやったのは、

高校の教員住宅の空いているところを我々が使うことできないかと。これも道教委と話し

合いをして、買ってくれということで、２戸ほど買ったんですけども、これも今何とかと

いう、それにしても公営住宅が補助金を使う以上、所得制限が今、後で谷口議員からも質

問がある予定ですけれども、所得の制限を上げたんだけど、実際には後継者が公営住宅に

入るというのは非常に難しい。それで企業の皆さんに１億１千万円かけて、２棟８戸建て

ていただきました。これも町外から来たり、町内の働いている方々にも入ってもらいまし

た。等々考えて、あらゆる努力をしてきましたけども、今あらためて残る末広、日出団地

も含めて、これから今、泉議員がおっしゃったように若者が住みやすい、そして高齢者が

この町で住み続けるような住宅政策をこれからどうするかということが私自身が問われて

いることではないかなと思いますので、泉議員の言っている提案のあったことについても、

より住民の意見を聞きながら、これからの住宅建設計画を進めてまいりたいと思いますの

で、お時間とご理解をいただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 泉愉美君。 

○２番（泉 愉美君） これで私の一般質問を終わります。 
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○議長（須河 徹君） ここで１３時５５分まで休憩いたします。 

 

休憩 午後 １時４８分 

再開 午後 １時５６分 

 

○議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 次は、４番、谷口武彦君の発言を許します。 

 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） ４番、谷口です。通告書に従い、一般質問をさせていただきます。 

 「住んでいたい、住んでみたい訓子府」この願いを叶えるための施策はということで、

昨今、訓子府町に住みたくても住宅がない、所得の制限で公営住宅に入居することができ

ないなど、さまざまなところで町内の住宅不足の声があがっています。空き家バンクなど

の制度も活用されている方も多くなっているようですが、自分の持家を経済面や転勤など

で取得することが難しい方々などの住宅対策についてお考えを伺います。 

 一つ目、現在、公営住宅には空きがあるようですが、単身者や所得の制限などで、入居

ができない方が多いと聞きます。公営住宅は、低所得者向けに賃貸する住宅ではあります

が、空いている住宅に町外から移住したい、結婚すると住むところがない、そういった方々

への公営住宅入居基準の緩和の考え方は。 

 二つ目に、今後、新たな民間提案型住宅整備事業に取り組む考えは。 

 三つ目に、コミュニティー団地整備需要調査の結果を受け、課題をどのように捉えてい

るのか、またその課題を踏まえた今後の方向性はということでご質問させていただきます。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） ただいま「住んでいたい、住んでみたい訓子府」この想いを叶え

るためについて、３点のお尋ねがありましたのでお答えします。 

 まず１点目の「公営住宅入居基準の緩和の考え方について」のお尋ねですが、公営住宅

は、憲法第２５条「生存権の保障」の趣旨にのっとり、公営住宅法に基づき、国と地方公

共団体が協力して、住宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で供給されるものとな

っております。 

 町営住宅の整備基準および入居者の資格基準等については、この公営住宅法に基づき運

用されておりましたが、平成２３年の「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律」、いわゆる「第１次地域主権一括法」の制定

によりまして、整備基準および入居者の資格基準については、国の基準を参酌
さんしゃく

し、地方公

共団体が条例で定めることとなっております。 

 このことから、本町の町営住宅の入居者の資格としましては、国の基準を参酌し、原則

同居親族がいること、公営住宅法による月額所得が１５万８千円を超えないこと、現に住

宅に困窮していることなどを本来の入居基準としております。 

 また、本来の入居基準以外としまして、国の参酌基準にあります高齢者や障がい者世帯

等、特に入居者の居住の安定を図る必要がある世帯の月額所得につきましては、本来の月

額所得１５万８千円から、国が法律で定める上限額の２５万９千円まで引き上げるととも

に、この対象となる世帯に、「他の市町村からの転入者の場合」、「結婚して概ね１年以内の
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者である場合」、「同居者に１８歳未満の者がいる場合」、「入居者、同居者とも６０歳以上

の場合」を町独自の規定として追加し、公営住宅入居基準を緩和しておりますので、ご理

解を願います。 

 ２点目に「新たな民間提案型住宅整備事業に取り組む考えは」とのお尋ねがございまし

た。 

 平成２９年度に実施した「民間提案型住宅整備事業」は、定住促進住宅として整備して

おりますが、定住促進は、住宅や住環境整備などの実効性のある施策が最も重要な要素と

なっており、本町においては公営住宅の整備のほか、平成２０年度に東幸町の旧職員住宅

等を改修し、定住促進住宅としたのをはじめ、居武士小学校教員住宅の転用や、訓子府高

校教員住宅の取得により定住促進住宅の整備を進めてまいりました。 

 その後、さらに住宅不足が顕著化したため、早期に解決するための一つの手法として、

この「民間提案型住宅整備事業」２棟８戸の整備を実施したところでございます。 

 そういった状況の中で、移住者も視野に入れ、公募にあたり、はじめて北見市内配布の

情報誌への広告掲載や町ホームページ、広報などによる情報発信に努めたところでありま

す。 

 その結果としまして、町外から町内企業従事者、就農者、子育て環境に魅力を感じた方

など４世帯が入居され、施策の方向性とも一致しているものと考えております。 

 また、一方では、単身者から高齢者までの家族構成に応じた間取り、構造、家賃や転居

時期などの要望に公的借家としてどう対応すべきか、検討する必要があることから、新た

な民間提案型住宅整備事業への取り組みについては、今後、本町の住宅政策の中で検討し

てまいりたいと考えております。 

 ３点目に「コミュニティー団地整備需要調査の結果を受け、課題をどのように捉えてい

るか、また、その課題を踏まえた今後の方向性は」とのお尋ねがございました。 

 本年７月に実施しました「コミュニティー団地整備需要調査」につきましては、高齢者

世帯が安心して暮らせる住宅への住み替え希望や、町外からの移住希望など、さまざまな

要因から住宅への需要が高まっており、こうした需要に応えるため、本町では、若者世帯

から高齢者世帯まで、各世帯が交流しながら快適に暮らすことができるコミュニティー団

地整備の検討を行っており、この調査はその一環として行ったものであります。 

 この調査は、施設入所者等を除く６５歳以上の高齢者１，８０１名のうち５７３名の方

から、また、町内事業所に勤務されている３０８名の方からご回答をいただき、その結果

につきましては、町広報誌等により町民の皆さまに、お知らせさせていただいたところで

ございます。 

 この調査結果を見ますと、一つ目に、高齢者の方々の住宅に対する考え方ですが、高齢

者の９割以上の方が持ち家に居住しており、その多くは「元気でいるうちは、今の家にそ

のまま住み続けたい」と考えているようです。また、体の衰えなどで自立した生活が困難

になった時点で、食事や入浴などの支援がある住宅等への住み替えを希望し、できれば町

内に住み続けたいと考えていることが伺えます。 

 このことから、高齢者に対する在宅福祉サービスの充実やケアを受けられる高齢者住宅

等の整備が課題となります。 

 二つ目に、コミュニティー団地整備構想に対する意見についてですが、若者から高齢者
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までの全ての世代において、７割以上が「良い」または「やや良い」との回答がありまし

た。しかしながら、実際に住み替えを希望すると回答した方は、高齢者で約４割、若者・

子育て世帯では２割未満となっております。 

 また、団地内で世代間交流を希望するかにつきましては、高齢者では交流を希望する方

が約５割となっていますが、年齢が若くなるに従い、交流を希望する方が減少する傾向と

なっております。 

 若い方たちの中には、生活サイクルの違いによるトラブル等の不安や、プライバシーを

重視する傾向が伺えます。 

 このことから、単に建物を建てただけでは、コミュティーの形成を図ることが難しいと

思われるため、どのようにしてコミュニティーの醸成を図っていくか、その方策が課題と

なっております。 

 今後、これらの課題をさらに整理するとともに、将来を見据えた本町の住宅政策の中で

検討してまいりたいと考えております。 

 以上、お尋ねがありました３点についてお答えいたしましたので、ご理解賜りますよう

よろしくお願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今、ご回答いただきました。公営住宅法のお話もありましたが、

所得制限等ありまして、いろいろ建て替え、住み替え、なかなか難しいとお話があり、９

割以上は持家であるということですが、今後ですね、また町の独自の制度で借りたくても

借りれないという方の制度もいろいろ作っていただいているということですが、公営住宅

に住み替えもできないということで、町外に出てしまう悪循環もあると思うんですが、ま

た高齢者の方がですね、住み替えるための持家があるということで公営住宅にまだ住めな

い、そういった方々にですね、ある程度持家が売れるとか壊すまでの間に公営住宅に住む

ことが可能だとかっていうような制度を見直しなどを考えているのかということをお伺い

いたします。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） ただいま、高齢者、持家があって公営住宅に住めない、その

辺の制度見直しがあるかというようなご質問でございますけども、公営住宅については、

要件がありまして、大きくは三つありまして、一つは同居親族がいること、もう一つは収

入が規定の収入以下であること、それで何より三つ目は住宅に困窮しているということが、

まず第一にあります。そういった中で住宅を持っている方については、やはり入居は叶わ

ないということでございますけども、ただ、その家がですね、例えばもう、家は持ってい

るんだけども、住宅に供するには及ばない、かなり古くて住めないという状況である場合

の方については、３年以内に壊すということの確約をいただきですね、入居していただい

ている事例はあります。そういうことで運用の中で整理させていただいておりますので、

ご理解賜りたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今、３年以内に壊すという確約があるというお話で進んでいる事

例もあるということですが、また北見市などでは不良空き家除去補助金というのがござい

まして、倒壊や周囲に被害をもたらす恐れのある空き家の所持者に対してですね、解体や
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撤去などの工事費の一部を助成する制度もあるということを聞いております。そちらの方

は訓子府町では行っているのか、今後そういう予定はあるのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 建設課長。 

○建設課長（渡辺克人君） 今、住宅、民間住宅の取り壊しの補助金の関係だと思います

けども、北見の関係で補助金があるということですけども、本町についてはまだその辺の

補助金助成制度についてはありません。今後、その辺の相談もですね、特段、建設課に特

にあるかということですと、特に相談もないですが、今後そういうような、かなり古い住

宅も出てくることも予想されます。そういったニーズがですね、高まってこいばですね、

近隣市町村の状況も含めてですね、検討する必要は出てくるかなというふうに思っていま

すので、ご理解賜りたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今、今後も検討もあるということで、先ほどのアンケートもあり

ますけども、住み替えたい方も結構いるということで、今のところはまだ困っていない。

でも今後出てくるという話もありますので、そのようなお話があればどんどん先に進めて

いただければなと思います。またですね、２番目のタウンコートの話というか、民間提案

型住宅事業整備ということで、大町にあるタウンコート住宅が今後検討されるということ

でしたが、まだまだ住宅不足というのは大きな問題だと思います。その反面にですね、空

き家バンク制度などで、ある程度結果も出ていますし、空き家で新たな方々が住宅を購入

して住まれているという例もあると思います。その空き家でもかなり古い住宅が空き家バ

ンクホームページの方で見てますとまだ売れていない住宅も何軒か残っているし、ずっと

変わらない住宅もあると思います。そういうところをですね、新たな民間型住宅としてで

すね、民間業者とタッグを組み、リフォームをして、そういう住宅として、提供するとい

う考えはないかどうかをお尋ねいたします。 

○議長（須河 徹君） 元気なまちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） 今の空き家バンクの空き家を利用してのリ

フォーム等での活用ということですけども、先ほど泉議員からも質問あって、リフォーム

等で場合によってはリフォーム等で、して、貸すということも検討しますということでお

話させてもらったんですけども、今のところは空き家バンクについては、あくまでも登録

していただいて個人で売買してもらうということで、その後に買われた方がリフォーム等

をしたら、その分に対しての補助金出ますので、今のところは空き家バンクについては、

そのまま登録していただいて個人で売買、ただ谷口議員おっしゃるとおり、ずっと登録し

ているんですけども、全然問い合わせもない物件も中にはありますので、その辺は今後考

えていかなければならないと考えておりますので、ご理解願いたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 空き家バンクの方ですね、活発に回転はしていると思うんですが、

本当に古い住宅というか、まだまだそのままになっているところもありますので、今の民

間提案型じゃないにしろ、何かしら平均的にですね、空き家バンクがうまく回っていけば

いいのかなと思いますし、住宅不足の方にも、うまく先ほど泉議員の質問の中にもありま

したように、農家の若者たちが住めるような住宅、老人が１人でも住めるような住宅を増

やしていっていただければなと思います。また本当に先ほどの泉議員の中でもコミュニテ
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ィー団地のアンケート調査の話も出ましたので、ある程度のことはご回答いただいたのか

なと思いますので、詳しいことはちょっとしませんが、今回のアンケート調査を見る限り、

年齢的にもバラつきもありますが、若い世代にはあまり響いていないのかなというのが一

番ちょっと感想であります。またですね、将来的に住み替えを考えているけども、先ほど

言いました持家のために住むことができないという方も多いということですし、一番が今

後、食事や入浴などのサービスがある施設に住み替えたいという声が一番多かったのかと

思います。そのような結果を含めですね、今後どのような住宅を整備、例えば介護施設が

一緒になったような施設を作るだとか、そういうことも含めて検討されるのかどうかを伺

いたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） 今、住宅施策の多岐にわたる質問をいただきました。全く私ども

も感じている状況については同じような状況だと思いますので、今感じているところ、今

やろうとしているところの話をまず一つはさせていただきたいと思います。例えば住宅、

空き家住宅、古い住宅、これの取り壊しの補助金を出すかと。例えば、大体５０万円、１

００万円までいってないと思うんだけど、津別やいろいろなところやっている。これによ

って空き家住宅を解消するということが一つあります。関連して国土交通省が法改正を行

って、もう危険性のある、例えば青少年がそこで悪さをしたりとか何とかっていうことを

防ぐためにも、代執行ですね、強制執行するということの政策も出ています。しかしこれ

はあくまでも町が取り壊しをして代執行したとしても、そのかかった金額は持家の人に払

っていただくとかですね、私有財産を公が手をかけることの難しさっていうのはどこの町

も抱えているということもありまして、まずはやがて住み替えをする。それから団地に住

むという３年間の話をしましたけど、その取り壊しに対する援助をどこまでできるかとい

う検討をしていかなきゃならないというのが１点です。これはやっぱりそう遠くない時期

にやらなきゃならないと私自身は思っていますので検討させていただきたいと思います。 

 それから、今やっぱりトータルとして、この間のアンケートをやってみて、やっぱり若

い人の住宅が足りないということは、紛れもない事実なんですよ、大体役場職員採用して

も入る住宅ないんです。地元に住んでくれということも含めてですね、言っていながらも、

なかなか入る住宅がない。こういったことに対して、どうしなきゃいけないのかというこ

とは近々の課題です。私は今まだ正式ではありませんけども、建設協会に住宅建ててくれ

っていう話をしています。これは若い人たちが、ここで住むためにも民間の住宅を建てる

という環境をどう作っていくかっていうこともこれから問われてくると思いますので、こ

れが２点目です。 

 もう一つです。さっき言いましたように、１階に高齢者、２階に若者というのもなかな

か人気がないみたいです。一番人気があるのは、やっぱりデイサービスです。あそこにあ

るデイサービスのものをさらに拡張して、もっとこう使い勝手のいいような、食事も出る、

お風呂も出る、そしてヘルパー等々も何らかの形で対応できるような、そういう総合的な

住宅政策というのは、これから出てくるのではないのかと。私はね、これから静寿園、今

もう３０年経っていますから、ガタガタになってきていますので、こういった建て替えの

時期も含めてですね、そういったデイサービス的な機能をですね、もったようなこともト

ータルとして考えていかなきゃならないんじゃないかと思います。今の時点ではやります
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ということはっきり言えませんけども、いずれにしてもそういうことも視野に入れながら、

やっぱり住宅政策というのは、人口対策について、とっても大事だと思っていますので、

ご理解いただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今、町長からお話いただきました。これからですね、今後のいろ

んな住宅不足の解消をするために進んでいただけるということでしたし、住んでもらえる

ような、住みに来ていただけるような、こんな素晴らしい子育てや高齢者の施設が支援が

ある町でありますので、先ほどのホームページの話じゃないですが、もっともっとＰＲを

してですね、次から次へと訓子府に来ていただける、住める、住んでみたいという、そん

な町を目指して、いろいろな媒体を使ってＰＲしていっていただければと。ホームページ

を楽しみにしていますので、よろしくお願いいたします。 

 次の質問に入らせていただきます。 

 次の質問をさせていただきます。 

 「まちの商店に息吹を」街を守る新たな考えはということで、現在、商店街は、さまざ

まな支援策のおかげで空き店舗が急激に増えるようなことはないと思われます。しかし、

空き店舗で出店したとしても今までと同じ業種の商売を始めるということは少なく、１業

種１店舗しかない店舗が閉店すると、その業種において買い物難民が生まれてしまうのが

現実であります。今後、既存の店舗をなくさないため、これからの商店街を守る新たな考

えがないのかを伺います。 

 一つ目に、現在は店舗出店等支援事業や店舗改修事業など、新しく空き店舗を使って出

店する方や既存の店舗を改修するなどの支援策はありますが、これから既存の、今、営業

している店舗で、新たな事業拡大を行い、訓子府町にない業種など、新分野に第二操業と

して始めたいといった場合の大型の設備投資などの支援策はないかを伺います。 

 二つ目に、町で買い物難民を生まないための施策として、既存の商店を守りつつ、緊急

的に必要な業種を出店してくれる個人事業者や企業などを誘致する考えはないかというこ

とをお伺いいたします。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） ただいま「まちの商店に息吹を 街を守る新たな考えは」につい

て、２点のお尋ねがありましたのでお答えいたします。 

 １点目に「現在の店舗出店等支援事業や店舗改修事業などの支援策はありますが、これ

らの既存の店舗で新たに事業拡張を行い、訓子府町にない業種を第二創業として始めたい

といった場合、設備投資などへの支援策は」とのお尋ねがございました。 

 店舗出店等の支援事業については、店舗の新築や空き家店舗などを活用して事業を始め

た場合のみ対象であり、新しい業種を既存の店舗で始める場合は店舗改修事業が対象とな

ります。店舗改修事業は事業費の２分の１、最高５０万円の補助金で、店舗の改修のほか

建物へ固定する設備などを対象としています。 

 また、訓子府町中小企業特別融資制度に基づき、町内中小企業が行う設備投資のための

事業資金借入金に対する利子補給の補助を行っております。 

 今後、不足する業種の既存店舗での事業拡張などに対する支援については、出店等支援

事業及び店舗改修事業の要綱の見直しも含めて、検討してまいります。 
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 ２点目に「買い物難民を生まないための施策として、既存の商店を守りつつ、緊急的に

必要な業種を出店してくれる個人事業者や企業などを誘致する考えは」とのお尋ねがござ

いました。 

 訓子府町にない業種はさまざまなものがあると思いますが、ここ数年で閉店した薬局や

菓子店などについては町民からの要望も多くなっています。 

 薬局や菓子店のほかにも不足している業種を把握し、現在、商工会と町が共同で、経済

産業省に申請中の「経営発達支援計画」が認定されれば、主にソフト面ではありますが、

補助金や資金融資、経営指導や助言などを受けられることになります。 

 今後は、経営発達支援計画や経済産業省及び中小企業庁の創業に関わる補助金や融資制

度を活用するなど、商工会と連携しながら事業者の確保に努めてまいります。 

 以上、お尋ねがありました２点について、お答えいたしましたので、ご理解賜りますよ

うよろしくお願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） ありがとうございます。先ほどの答弁ではですね、店舗改修事業

や中小企業特別融資制度などがあり、設備投資などはそちらを使ってというお話がありま

した。もちろん補助金に限らずですね、自らの足を使って融資などを受ける。それが一番

だと思います。出店はしたいんですけども、資金がない、そんな団体や企業家の方にさま

ざまな地域で行われていますチャレンジショップなどを新たな組織を作ってですね、団体

で行っていくことも必要だと思います。自らの力を試した上での新たな取り組みを行うと

いうことで、そんなことも必要だと思いますが、今の段階では町の支援策としましては、

新店舗への支援策ということに限定されています。店舗改修は屋根や外壁、照明、トイレ

改修など、そういうところに使われる方も多いと思いますし、今の事業を守りつつ、先ほ

ど言いました第二創業ですが、第二創業と言われてもピンとくる人はいないのかなと思う

んですが、簡単に説明しますと、既に事業を営んでいる小規模事業者が業務転換や新事業、

新分野に進出するということですが、今、お話ありました菓子店や薬局が町内に今、不足

している、新しい業種を考えている方もいると思いますが、そのためには看板の整備や必

要な大型設備投資など軽費がかかるため、二の足を踏まれている方が多いと思います。全

て対象とはいいませんが、その中でも特に町にない業種にとっては特化したような支援策

も必要だと思いますが、その点についてもう一度お考えをお伺いいたします。 

○議長（須河 徹君） まちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） 今、不足業種に対応するということですけ

ども、先ほど町長から答弁あったとおりでございますけども、私ちょっと見た中では、例

えば陸別町でいくと、陸別町って訓子府町よりずっと人口少ない町ですけども、コミュニ

ティプラザというのを作って、施設を建てて、そこに不足業種、薬局ですとか、整骨院な

んかも入っていると聞いたんですけども、これ自体は町では補助してるんですけども、実

際には商工会が主体となって、建てて、経済産業省と町の補助入って複合施設建ててます。

その中ではコミュニティの町民ホールみたいな施設も入ってやっていますけども、町でも

もちろんいろいろこう新しい施策考えてやっていかなきゃならない部分はあるんですけど

も、商工会の方にもぜひ、こういう提案をしていただいて、足りない部分は町で補ってほ

しいとかということでやっていただくのも一つの手かなと今聞いて考えておりました。と
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いうことでご理解いただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今、商工会という話ありましたし、先ほど言いました新たな組織

なりをやっぱりこれから作っていく民間の力も必要だと思いますので、そういう商工会、

民間の組織ができた時には町としても、やっぱり支援をしていただきたいと思います。ま

た先ほど空き店舗の話もありますけども、それらをテナントとして第二創業を考える場合、

今の空き店舗はですね、大家さんがそのまま住まわれているという、大家さんというか、

今までの事業主さんが住んで、やめられたんですが住んでいるということも、ほとんどだ

と思います。そういった住宅と店舗との間の問題もありまして、例えばトイレがどちらに

一つしかないとか、裏口がないだとか、そして入口が一つしかないので、店舗と大家さん

が一緒に出入りしなきゃならないようなところなのでなかなかお店を貸したりができない

ということもあるのではないのかなということが考えられます。そういった空き店舗対策

としての支援策ありますけども、そういった大家さんに対してというか、何て言うんでし

ょう、店に壁を作るだとか、テナントとして貸した場合に店舗にトイレをつけてあげるだ

とか、そういった場合のですね、店舗を貸しやすくするような新たな別に３００万円と言

う予算はあると思うのですが、それ以外の予算というか支援をする考えなどはないかをお

伺いいたします。 

○議長（須河 徹君） 元気なまちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） 今、谷口議員おっしゃるとおり３００万円

は出店の方の補助になりますので、その残りというか、住宅の方で住んでいる部分は補助

ないことになっていますので、その部分に関しても、出店される側でそのお店に例えばト

イレつけていただくとか、住宅の戸として間仕切りあるとかって必要だとかっていうこと

になれば、出店の方の補助で対応していただく。最高３００万円、３分の２の３００万円

補助もありますので住宅の方には今のところ補助はなくて、出店の方には補助ありますの

で、そちらを活用いただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今、３００万円の方でやっていただきたいということで、大家さ

んというか、貸主と借主の方で協議していただくことも大事ですし、もし相談がそういう

ことがあればまたいろいろ検討していただければなと思いますのでお願いいたします。 

 また先ほど店舗改修にも少し触れましたが、７月からリセットされたということですが、

７月から執行状況がわかれば教えていただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 元気なまちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） 店舗改修の方でよかったですね、店舗改修

の７月から今回骨格予算ですので７月からスタートしていますけども、今現在で全部こう

申請いただいて終わっている分が５件、２００万７千円となっております。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今年度はですね、リセットはされたということで、過去に事業を

行った方も使える予算どおり予算を使えるということで、今のところ予算どおりは執行さ

れているのかなと思いますが、またリセットされたという話がですね、町民、町民という

か、商工業者の方に伝えた方法というんですか、それをＰＲしたという方法があったのか
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どうかをお伺いいたします。 

○議長（須河 徹君） 元気なまちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） 今、ＰＲのことだったと思うんですけども、

ＰＲについては、制度ということではないですけども、７月の広報で店舗改修の事業をス

タートして受け付けますということで載っています。それから「よくわかることしの仕事」

ということで冊子作ってますけども、こちらの方のページの中、開くと、店舗改修とか出

店の関係もありまして、簡単にこう説明書きが入ってて、こういうことやっていますとい

うことで出てますので、町民というか、こうどちらかというと店舗とかっていうのは、お

店の方が対象でして、関係ない訳ではないんですけども、広くは町民、直接は関わりない

ということで、このような周知になっていますけども、足りないということであれば周知

の方法は考えていきたいと思っていますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今、ＰＲ方法を考えていただけるということですが、アンテナを

張っている商工業者の方は多分わかっているので、今年予算どおり執行されたということ

で使っている方多いと思うんですが、やはり知らない方も多いと思うんです。また住環境

リフォームをとってみてもですが、補正予算がついたこともタブん知らない方もいるんじ

ゃないのかなということと、町民からよく聞くんですが、新しいことや変わったことがあ

ると、そのことはあまりよく知らないと、もっとＰＲなどをしてほしいという話もよく聞

きます。また商工業後継者育成助成金制度、それからですね、商工業就労助成金制度など、

平成２８年から始まっている事業ですけども、交付がほとんどないというのが現実です。

これがほしくて帰ってきて訓子府で商売を始めるとか、会社に勤めるという方はいないと

は思うんですけども、初年度、２８年度だと思うんですけど、広報に多分チラシが入った

きり、毎年の４月とかに入れてないんじゃないかと。働く方も知らなし、企業も知らない

という方が多いんじゃないかなと思いますので、ぜひですね、これらも含めて、補正がつ

きました、リセットされました、毎年４月になったら、こういう制度がありますよってい

うのも含めてＰＲ、広報などに、チラシなどでもいいですから、ホームページも含めて、

どんどんＰＲしていっていただきたいと思いますが、どうでしょうか。 

○議長（須河 徹君） 元気なまちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） 今、後継者等の部分ですけども、これにつ

いては、あまり広報していないのも事実でございますので、その点に関してはＰＲ、良い

方法考えたいと思います。ただ、住環境リフォームなんですけども、これについては商工

会が事業主体になっていますので、商工会から今回足りないということで要望あって、補

正予算上げて、町の方で補正予算対応していますけども、住環境自体、執行自体は商工会

になっていますので、商工会が十分ＰＲしているのではないかということでご理解いただ

きたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 商工会、先ほど商工会なんこかありましたけど、私も商工会役員

ですので、少し商工会にもケツを叩いていきたいと思いますんで、一緒に頑張っていただ

ければなと思います。またですね、既存の店舗を守るということで、小さい商店もありま

すが、訓子府町にはですね、エーコープ、それからシティマート、ニコットなど、中型の
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店舗もございます。そちらの店もですね、今後訓子府町にはなくてはならないお店になっ

てきておりますし、なくしてはいけないものだと思っています。小さいお店も守るんです

が、そういった出店していただいているお店も守るということで企業サイドにもですね、

お話をしていただいて、撤退や閉店などがないようにしてもらえなければならないと思い

ますし、また町としても訴えていっていただければなと思いますんで、またですね、何か

新たな取り組みや、例えばスーパーなどが移動販売車などを行いたいんだという声があり、

町に相談しに来たとか、小さいお店かもしれないですが、そういう声があった場合に、ま

た新たな取り組みとして、町として対応をするお考えがあるかどうかをお伺いいたします。 

○議長（須河 徹君） 元気なまちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） なかなかこう大きなスーパーと既存の小さ

な商店と守るって、こう相反するところもあって非常に難しいかなとは思うんですけども、

大きなスーパー撤退しないようにっていうことでは、これからそういうことでお話は、し

て例えば不足業種なんかもそういうのをやってくれないかということもちょっとお話はし

ようかなと思っていますので、ご理解いただきたいと思います。 

 あと移動販売車ですけど、先ほどからちょっと商工会出してあれなんですけども、これ

も商工会等からですね、提案あって、こういうことで移動販売車出したいんで町で支援し

ていただきたいとかっていうことで上がってくるのが一番いいのかなって、町で主導して

やるという、実際に運営するのは商店の方かと思いますので、こういうことをやってみた

いとか、移動販売車出して、どうしても経費かかるんで何とかしていただきたいというご

相談をいただければいいかなとは思います。ということでご理解願いたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） あくまでも町からという話ではないので、もし来た場合、そうい

う相談にのっていただければなということですので、商工会が主体になろうが、どこかの

スーパーがなるか、商店がなるかわかりませんが、もしそういう話があった場合は検討す

ることをしていただければなと思います。 

 また空き店舗や空き家もそうですけども、大きな店舗がなくても訓子府町で商売ができ

るＩＴの企業だとか、デザイナーの方だとか、本当に彫刻家の方だとか、どんな家でもス

ペースがあればできるような仕事もたくさんあると思うんですけども、例えば足寄町です

か、今、民間ですが、そういうふうな方がを集めてコミュニティ団地みたいなものを作っ

ているという話も聞いております。また今、外国人などですね、何もない町に来たいとい

うが外国人がかなり増えているということで、そういう人たちがですね、大きなスポーツ

メーカーと一緒になってですね、キャンプ場を作って、何もない町にこうキャンプをした

りだとか、そういう方が増えているらしいので、例えばそういう大手のスポーツメーカー

に、何もないからってＰＲするのも変なのかもしれないですけども、そういうことで訓子

府町もそういうふうなＰＲをしていただいて、人を呼ぶ、町に賑いをもたらすということ

を検討していただけないかということを伺いたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 元気なまちづくり推進室長。 

○元気なまちづくり推進室長（坂井毅史君） 企業誘致ですけども、例えば事務所等を町

で構えて、サテライトオフィスとかって今、まち・ひと・しごとの総合戦略の中では、そ

ういうのを推進しなさいということでなっていますけども、いくつか条件あるんですけど、
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光回線というのは絶対条件になっていまして、今のところ訓子府町では市街地区と一部実

践会地区も入っていますけども、まずその辺はクリアしなきゃならない部分だと思います。

それからオフィスに使う事務所というか、その辺も整備もどうやってやっていくのかって

いうことでは考えていかなきゃならない部分かと思います。私、津野町に派遣されていた

時に、ちょうど担当してた時にサテライトオフィス設置するということで、途中まで手掛

けたんですけど、昨日たまたま、どうしたかなと思って聞いたら、もう私帰ってきて４年

ぐらいなるんですけど、引き合いは来たんだけども、実際には入っていなくて、１件もき

てない、使われていないというのが事実で、なかなか、例えばテレワークって離れて、東

京とかに本社あって、離れて仕事するとかっていうことで、コールセンターみたいなの建

てるとなると、人数もそれなりの人数で、ちょっとした事務所では足りないとかっていう

こともありまして、そういうので駄目だったというのは聞いてますけども、そういう意味

ではなかなかハードルが高いのかなっていうことでございます。ということでご理解願い

たいと思います。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今おっしゃられた光回線はやっぱり大事なのかなということもあ

りますので、何を呼ぶ、ＩＴも特にそうだと思うんですが、そういう企業を呼ぶにはやっ

ぱりそういうネット環境も大事なのかなと思いますので、まずは建て前は空き家の整備も

必要ですが、そういう整備も先にしていただいて、それを含めて、そういう企業を誘致し

ていただくような方針で動いていただければなとは思います。買い物難民を生まないとい

うことで、ほしいものが買えないという町というのは、やはり今後の住民の定住において

も大きな点だとは思いますし、町内にない業種などに対して、私たち商工会も含めてです

ね、知恵を絞り考えていかなければならないと思っておりますが、中小企業、小規模企業

振興条例もできております。またですね、中小企業、小規模企業振興基本計画会議という

ですね、今後近いうちに設置されるということも期待しておりますし、また商工会が先ほ

どありました町と共同で経済産業省に申請している経営発達支援計画、こちらもございま

す。これが通ればですね、明るい商店街として、いろいろな取り組みができるのかなと思

いますし、町と商工会が一丸となって、今までの話の中で出てきたお話も進めていけるの

かなと思いますので、こちらも努力しますし、町としてもご協力していただければと思い

ますんで、最後に町長、何かあれば一言お願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） るる、いろんな意見をいただきました。これから商工業の振興と

いうのは町の優先課題だろうと。私自身もそう思いますし、そのためにも元気なまちづく

り推進室をこの７月に設置したと。機構改革の前にですね、推進室を設置して、これから

担ってもらわなきゃいけないっていうふうに思っていますので、ご期待をいただきたいと

思います。ちょっといろいろ遡りますけども、まずですね、出店の３００万円というのは

法外な金額なんですよ、これ被災地で東日本にしても、いろんなあれして商店がつぶれる。

それで国が出す補助金というの３００万円なんですよ。小さな自治体でこれだけの金を出

しているのはそんなにない。だから、実績もすごい。空いたところも含めて、そこの何年

かの間に出てきている、さっき改修の話も出ましたけど、出てきているお店屋さんという

のも結構ある。渡部電機から始まって、山田等々いったらこの資金を利用して頑張ってい
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るところって言うのは結構出てきているということは、やっぱり評価してもらいたいと思

うんですね、うんと使ってほしい。で、今また今年２件出てくる。あとで補正も出てきま

すから、で、そうすると何とか空き店舗を活用して新たなる店、継続できることも含めて

やりたいという状況をやっぱりね、きちんと受け止めていきながら、それをさらに発展さ

せていく、新しい今いる経営者が今度違う業界、業種をやるということも含めて柔軟にや

ってほしいということはね、これは要請としてやっぱり検討する価値があると思います。

ただ、シティとニコットを呼ぶ時に、呼ぶというよりも、非常に悩みました。何度も議会

答弁してますけども、地元の商店街が倒れるんでないのかと。これは商工会長とも相談し

て、やっぱり地元の商店街と共存するような状況をいかに作っていくかっていうことを考

えたいということで、かなりシティの方でもそれらのことを配慮しながらやってきたとい

う、ご覧になっていると商圏の調査やっててわかると思うんですけども、陸別、留辺蘂等

含めて、置戸からも結構お客さんが来るようになった。しかし一方でお店屋さんが閉めて

いく。で、薬局屋さんが閉じる。薬屋さんがなくなるということは大変なことだと。だか

ら私はサッポロドラックにいろいろ含めて、その後を受けてやってもらえないかって調査

も個人的にお願いしました。だけど、この今の状況と立地条件の中では非常に厳しいとい

うこともあって断念した経過もございますけども、いずれにしても、今度、菓子屋がいな

くなる。みやけさんがなくなって、羽前屋さんがなくなる。そうすると、ちょっとなくな

ってすぐそんな話するのも失礼くさいけども、だけどやっぱりお土産を買うにしてもお土

産がないという状況がありますから、これは商工会も含めて、行政も、それこそさっきか

ら出ている中小企業振興法に基づく、やっぱり店舗のことだとか、商店の戦略的なことも

含めてですね、行政だけではなくて一緒になってやっていかなきゃならないということじ

ゃないかなというふうに私は思っていますので、あらためて、この間施行した中小企業の

小売商業のこういったことも含めてですね、商工会も一緒になって、ぜひやっていただき

たいなというふうに思います。ネット環境は非常に厳しい、これは農水省も含めて、もう

再三言っていますけども、厳しいけどもやっぱりやる方向で今何とか前へ進めていこうと

いうふうに思っていますので、ご理解賜りたいと思います。足寄町の状況だとかいろんな

ことも、私自身もよく調べたりなんかして聞いています。環境的には大変厳しいものがあ

りますけれども、しかし前へ進めたいと思っていますので、ご理解いただきたいと思いま

す。 

○議長（須河 徹君） 谷口武彦君。 

○４番（谷口武彦君） 今、お話ありました。本当に商工会、それから民間の提案もされ

る方々も出てくるかもしれませんし、行政と一緒になって頑張って町を守るために頑張っ

ていかなければいけないのかなと思いますので、どうぞお力をお貸しいただければと思い

ます。 

 以上で私の質問を終わります。 

○議長（須河 徹君） ここで午後２時５５分まで休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時４８分 

再開 午後 ２時５６分 
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○議長（須河 徹君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 次は、３番、工藤弘喜君の発言を許します。 

 ３番、工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） それでは、ただいまから質問通告書に従いまして、私の一般質問

を行いたいと思います。 

 今回は大きく二つの点について質問をいたします。 

 まずはじめに、第１点でありますけれども、幼児教育・保育の無償化についてというこ

とであります。 

 この１０月から国の幼児教育、保育の無償化が実施されております。 

 これに伴い本町では、国の無償化と合わせて１号認定の預かり保育料の無償化や、１号、

あるいは２号認定の年収３６０万円未満世帯に「主食費」の免除、３号認定の年収３６０

万円未満世帯への保育料無償化など、町独自の軽減措置をとって対応していることは評価

のできることだと思っております。その中で、次の点について教育長の所見をお伺いをい

たします。 

 一つ、このたびの国の無償化により、これまで実施をしてきた「多子世帯保育料応援補

助金」この負担が軽減されると思いますけれども、その額はどの程度になるのかお伺いを

いたします。 

 二つ目です。国の無償化によって生まれた財源が出た場合、その活用を１号と２号認定

の給食材料費有償世帯での無償化、あるいは３号認定における保育料有償世帯に対する負

担軽減支援等子育て支援に使うことが望ましいと考えているところでありますが、教育長

の見解をお伺いいたします。 

 以上です。 

○議長（須河 徹君） 教育長。 

○教育長（林 秀貴君） ただいま「幼児教育・保育の無償化について」２点のお尋ねが

ございましたので、お答えをさせていただきます。 

 国では総合的な少子化対策を推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽

減を図るため、今年１０月から幼児教育・保育の無償化が実施されました。 

 国の幼児教育・保育の無償化の主な内容としては、３歳から５歳の幼児教育・保育に係

る保育料の無償化と給食材料費の実費徴収、０歳から２歳の住民税非課税世帯を対象とし

た保育料を無償化するものであります。 

 本町では、国の幼児教育・保育の保育料の無償化のほか、その範囲を独自に拡充し、幼

児教育の預かり保育料の無償化と低所得者世帯に対する軽減措置として、０歳から５歳ま

での年収３６０万円未満相当世帯の保育料と給食材料費の無償化を図っております。 

 １点目の「このたびの国の無償化により、これまで実施してきた「多子世帯保育料応援

補助金」の負担が軽減されると思うが、その額はどの程度になるか」とのお尋ねがござい

ました。 

 幼児教育・保育の無償化に伴う保育料などを平成３１年４月１日現在の入園者で試算す

ると、保育料の総額は１３６人で２，８３０万円となり、このうち国の無償化分の保育料

は９０人が対象で１，０２０万円となります。 

 この国の無償化分に係る多子世帯保育料応援補助金については、５１人で５２０万円と
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なりますが、今回の国の無償化に合わせて実施した、本町独自軽減措置としての「預かり

保育料の無償化」や「低所得世帯に対する保育料の無償化」分として、２８０万円が新た

な本町負担分となりますので、これを差し引くと２４０万円が国の無償化により国から全

額財源が補填された場合の本町の負担軽減分となります。 

 次に、２点目の「国の無償化によって生まれた財源が出た場合、その活用を１号と２号

認定の給食材料費有償世帯での無償化や３号認定における保育料有償世帯に対する負担軽

減支援等子育て支援に使うことが望ましいと考えるが教育長の見解は」とのお尋ねがござ

いました。 

 国では、幼児教育・保育の無償化に係る財源確保の方法として、消費税率１０％への引

き上げによる増収分の使い道を見直すことにより必要な財源を確保するとしており、初年

度は、消費税率引き上げに伴う地方の増収がわずかであることから、「臨時交付金」を創設

し全額国費で負担し、２年目以降の幼児教育・保育の無償化に係る地方負担については、

地方消費税の増収分を充て、不足する場合は地方交付税で措置される予定となっておりま

す。 

 国の幼児教育・保育の無償化により子育てを行う家庭の経済的負担軽減が図られる一方

で、幼児教育・保育を取り巻く状況としましては、保育士の確保や保育の質の向上、保育

ニーズの多様化など多くの課題もあるところです。 

 子育てを行う家庭の経済的負担の軽減につきましは、今回の国による幼児教育・保育の

無償化のほか、本町独自の対応として、低所得世帯等に対する保育料軽減の拡充や、従前

より実施している多子世帯に対する保育料の負担軽減の補助率の拡大や第１子のカウント

を中学生以下とするなど、国の基準より大幅に拡充した対応を行い、町独自で子育て家庭

の経済的負担の軽減を行っているところです。 

 幼児教育・保育を取り巻く環境がさまざまな課題を抱える中で、本町の子育て支援につ

きましては、保育料の負担軽減や保育の質の向上、保育士の確保など、国や道の動向や近

隣市町村の状況を見ながら総合的に検討し、安心して子育てできる環境づくりに努めてま

いります。 

 以上、お尋ねのありました２点についてお答えさせていただきましたので、ご理解を賜

りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） それでは、今、回答いただいた訳でありますけれども、回答も考

慮に入れながら、何点か再質問していきたいと思っています。 

 まず、私はやっぱり本町のこの、今回、国の無償化ということで、そういう制度になり

まして、負担は軽減されてきているということについては、一定程度理解もしていますし、

その国の無償化制度にのらない部分の、いわゆる拡充も含めて、本町がやっていることに

ついては、先ほどの最初にも述べましたけども、本当に評価をしている。多くの他市町村

ではまだそこまでいってないところも結構ありますので、そういう点は十分わかりながら

の質問ということで、ちょっと捉えていただきたいなと思っています。 

 まず、具体的に、今回、有償に、無償化の中で、無償化政策の中で、国の分と本町独自

の分を含めて手立てをしているんですが、なおかつ教育認定、いわゆる１号認定に関わる

給食材料費が有償になっている部分、いわゆる所得の要件が３６０万円以上という部分で
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すね、それと２号認定、保育認定の同じく給食材料費のこれも同じく３６０万円という、

これが要件になっていますんで、この部分の世帯に対して、当然、一定のこの、人数も今

ここにありますけれども、これを仮に無償化をするということになれば、どれだけの財源

が必要になるのか、この給食材料費の関係だけで、もしわかるんであればお答えいただき

たいなと思います。 

○議長（須河 徹君） 子ども未来課長。 

○子ども未来課長（山本正徳君） ただいま、１号認定、２号認定の給食材料費、これを

無償化とする場合の金額等についてのご質問がありました。あくまでも４月１日現在の入

園者の状況によっての試算の状況の数字となりますが、給食材料費につきましては、給食

材料費、対象となるのが７０名、そのうち多子世帯の減免者がおりますので、第１子で減

免のない方が２６名、３分の１の負担で済む方が２６名ということで５２名の方が給食材

料費の一部または全額を納める方となります。それで給食材料費から多子減免のやつを引

きますと２６６万円ほどの金額となります。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） もしそこが無償になるということになれば２６０万円弱、２６６

万円、約２７０万円ぐらいになるんですが、先ほどの、いわゆる無償化によって、ぞれだ

けの財源が残るかということからいけば２４０万円という金額が出たんですが、こっちの

方もなぜこういうふうに、他の市町村では、もっともっとこれ額が大きくなるんですよね、

いわゆる多子世帯だとか、そういう支援がしてないから、従来そのものの制度でいくと、

もっともっと本来は大きくなるんですけれども、訓子府の場合はそれだけもう既にやって

いるという、そういう捉え方でいきますが、それでいくと２４０万円という、それでやっ

てもそれぐらいが浮くだろうということで、今回の２６０万円、あるいは７０万円という、

ほぼ大体その程度かなと自分なりにも思っていたところなんですが、やっぱりこの、これ

はやっぱり国の制度のありようが今回の無償化のありようが非常にそこまでいく前の前段

の議論として、やっぱりよくなかったと僕は思ってはいるんですよ、ということは一つは

今回の国の無償化の発端はやっぱり消費税増税に伴う対策ですよね、その財源に消費税を

充てていくということを柱としたこの無償化政策なんで、そういう背景を一つ考えていく

ということ。もう一つ考えたのは、思ったのは、例えば厚労省も含めて、例えば保育所だ

けの問題でいけば、保育所保育方針、指針というのかな、そういう手引書のようなものあ

りますよね、あるいは認定こども園の関係でいけば教育保育要綱というんですか、これは

内閣府だとか文科省、あるいは厚労省も入った、そういうものが作られているんですけれ

ども、その中で、やっぱり食育の推進というか、食育というのは本当に大事なんだよとい

う捉え方、そしてそこでさまざまなものもありますけれども、自治体に対する努力もお願

いしてるところありますよね、やっぱりそれだけ子どもにとっては、この幼児教育、ある

いは保育の問題含めて、食育というのは大事なんだという、そういう観点、この二つの観

点をついちょっと思っちゃたんですよ、その中で３号認定のこともありますけども、まず

は食べる、いわゆる給食というか食事のことで、そういう理念もあり、そして元々の発端

が消費税という、お金のある人もない人もみんな負担しなきゃならない、その財源を元に

やるということから考えると、やっぱりこのぐらいのことは本来見てもおかしくないのか

なと、無償にしてもおかしくない制度でないかなというふうに私は思ったんですよ。だか
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らこれはやっぱり基本的には国がそこに踏み込んでなかったという大きなものもあります

けれども、せめてそこができないんであれば、もうひと踏ん張りして、このできないこと

はなぜなのかということも含めて、本町の今の教育長のお考え方をちょっと示していただ

ければいいかなと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（須河 徹君） 教育長。 

○教育長（林 秀貴君） ただいま、工藤議員の方から消費増税に伴う、この今回の幼児

教育保育の無償化のお考えもお話していただきました。私もどちらかと言えば経済的負担

の軽減が主な部分で食育という部分がちょっとかけ離れている部分はいがめないかなとい

うふうに思っています。そのような中でうちのこども園は完全給食ということと、おやつ

も含めて手作りのものを供給しているという状況でいけば食育を大事にしながら今、推進

しているということがあります。それで若干、もう一度ちょっと多子のお話もされたんで、

多子世帯の状況も含めてちょっとお話をさせていただきたいと思いますけど、先ほど来、

言ったように、４月１日現在の１３６名の保育料でいけば２，８４０万円ぐらいになりま

す。それで今回、本来保育料が無償化にならなかった場合として、本町が多子世帯をやっ

たとしたら、全体で言えば１，４８０万円になります。それが国の基準でいくと４８０万

円程度で、それが町が拡大してやっている部分が９９０万円ほどになりますので、そうい

った意味では国の基準よりは数倍の形でやっているということで、今回の幼児教育はあく

まで３歳から５歳の間の施策ですので、多子世帯につきましては、３号認定でいわれる３

歳未満のお子さんたちに対しても、この施策をやっているということをまずご理解いただ

きたいと思います。そのような中で、今おっしゃっているように、給食費を捉えた部分で

申し上げると条例を９月に提案させていただいた時に私もお答えさせていただいたんです

けども、やはり子育て支援というのは、やっぱりこう発達段階において、総合的に考えな

きゃならないというのが私の考え方で、そのような中で給食だけを捉えてみると、そこは

義務教育の給食費もございますので、ここの３歳以上のことだけを無償化するというのは、

やはり総合的な観点からいったら、それらも含めた中で総合的に私は考えていかなきゃ、

うがった言い方したらすいません、先ほど言った２４０万円余るから、それ相当分が２７

０万円あるからそれに充てたらいいんだという考えではもちろんないということでご理解

をいただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） 教育長のお考えは前からも聞いていまして、総合的に学校給食と

いうか、義務制の問題も含めてトータルで考えていかなければいけないんでないかという

ようなお考えも述べられたんでないかなと。前の記憶ではそういうふうにとっていました。

それはもう十分、それはそれで何も悪いことではないですし、それはぜひやっていただく

方が、あるいはいいのかもしれません。ただ、今回この保育無償化という問題をちょっと、

出どこがちょっとやっぱり、出発点が違っているということから考えると、やっぱりそれ

をちょっとこう思わざるを得なかったのがやっぱりあるのが事実なんです。例えば北見か

ら３０代の夫婦が子ども１歳ちょっともうなって２歳近くなっていると思うんだけど、ち

ょっと話聞くと、やっぱり訓子府のそういう保育環境も含めて、あえて北見からこっちの

方に、新しい町が建設したとこで入っておられて、やっぱりその中でこっちに北見から訓

子府に来ることの保育環境の問題も含め、それからやっぱり来ることによってのリスクと
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いうのか、元々本当は北見にいた方がずっとやっぱりいろいろな面で働く時間も確保でき

るし、所得も確保できると、でもやっぱりこう訓子府に来たという、そういうものも含め

て考えると、決してその人たちは給食材料だけの問題だけではないんですけども、訓子府

の手厚い支援というのかな、評価をしながら、こういうところで子育てしたいという、そ

ういう声にもやっぱり大いに応えていくことが、先ほどからいろいろ移住・定住の問題も

ありましたし、それに伴う住宅政策の問題でも話が出てましたけれども、訓子府の子育て

に対するインパクトをどう与えていくかという点からも思い切った政策って、やっぱり今

こそ打ち出していくべきかなという思いで質問したということであります。確かに教育長

の言われている部分というのは、全く理解できない訳ではありませんけれども、何とかそ

の部分で、せめて、来年以降、今度、消費税、今１０月から２か月分だから、さっき言っ

た交付金みたいな形でってありますけれども、地方に下りてくる消費税分というのは２．

何％ぐらい入ってきますよね、そういった部分も含めて、その活用も含めて、考えていた

だければ、なおさらいいかなというふうに思いますけれども、その点もう１回ちょっと答

弁いただければと思います。 

○議長（須河 徹君） 教育長。 

○教育長（林 秀貴君） 前段、子育てに関わる状況も含めて議員の方からお話あったん

で、今、第２期の子ども子育て支援計画を今立てておりまして、その中でアンケート調査

を行ったところです。それでそれらの方も取りまとめたんで、大きく言うと今の保護者の

方たちは訓子府町の子育てに十分満足しているというのが今、大きく言ったらそういう回

答になったということで、細かい要望はいろいろあるんですけど、概ね今の環境の中で充

足しているような内容でした。それと今、消費税を財源として幼児教育の無償化したんで

すけど、前段私の回答で申し上げたように、それによって一方では非常に保育士不足だと

か保育の質の環境というのが大きな問題になっているということで、今現在うちの町で言

いますと保育士で言うと、正職含めて支援員とか補助員含めて３４名、さらに代替で登録

されている方が１４名いるということで、この中で１５０名にわたる子どもをみている訳

ですけど、うちの中で保育の質を向上させるためには職員の研修ももちろんそうですけど、

その辺のとこをやりながら、日々コミュニケーションを図りながらやっているということ

と、保育士でいいますと非常にはっきり申し上げると集まりません。うちの町でも。その

ような状況の中でどうそこを確保しながら保育の質を提供していくかというのが私たち課

せられた大きな課題という部分もありますので、もちろん子育て保育教育環境の中で親の

経済的負担の軽減はもちろん大事なことですけど、やはり保育士の問題だったり質の確保

のところも含めながら、その辺は総合的にやっていかなきゃならないという部分だと私は

思っていますので、給食だけがその部分ではないというふうに私は考えていますのでご理

解をいただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） 教育長の考えは再々伺っていて、本当にそのとおりだというとこ

も私も思っていますし、今回の財源が浮くということで、そういうところに充てていくと

いう市町村も結構多いんですよね、いわゆる保育士をどう確保して、保育士の待遇改善も

含めて、それはもう本当にそのとおりでありますので、質的な向上というか充実も含めた

検討というのはもうぜひしていただきたいと。ただ、さっき言ったように、そういう部分
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も含めて、本来であればこういう背景もあったということだけは忘れていただきたくない

なと。やっぱり例えばその中で３６０万円というか、これはそこで所得で区切るんだけれ

ども、訓子府の場合、多子世帯応援保育ということで、そこでまた継続してやりますから

いいんですけれども、例えば小学校、中学校でいく、いわゆる就学援助の対象になるよう

な、３６０万円前後であってもね、あり得るのかなというふうな思いもしているんですよ

ね。だからその辺もより注意深く、ちょっとそれぞれの世帯の経済状況なんかもみてね、

何とかこう配慮したやり方というか対応も含めて考えていただければいいかなというふう

に思っていますんで、その点最後にちょっとお聞かせいただいて終わりたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 教育長。 

○教育長（林 秀貴君） 国以上に低所得者世帯に本町独自で拡充した部分は義務教育の

給食費の無償化になるというか、準要保護世帯の年収をみて、それは発達段階でのバラン

スをとりながらっていうことで本町独自で３６０万円未満世帯にしたとこでございます。

その中でうちでいうと３６０万円未満世帯というか、子どもの人数になりますけど、５１

人がその該当者になるということで、その部分ではなっているということでございます。

また先ほど来言いましているように、私たちも町部局と含めて、その保育料の軽減も含め

たことも視野に入れながら今後どう子育て支援をしていくかということを総合的にバラン

スよく考えていきたいと思っていますのでご理解をいただきたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） ぜひそういった方向も含めてね、総合的にぜひいい、そして先ほ

どからも出ていましたけれども、本当にその発信も含めてぜひお願いをしたいなというこ

とで、次の質問に移っていきたいなと思います。 

 次は、安心・安全のまちづくりについてということで質問をしていきたいと思います。 

 安全・安心のまちへ向け、かねてより他の議員からも質問があり、またこれまで隣接す

る町内会などから要請のあった信号機の設置と、まちづくり推進会議でも議論された防犯

カメラの設置について町長にお伺いをいたします。 

 まず１点目です。「南１２線と道道北見白糠線交差点に点滅式信号機を」という要望があ

ります。また同じく南１２線と相内線交差点には、現在設置されている点滅式から３灯式

信号機をとの要望にどのように、これまで対応されてきたのか。これについてお伺いをい

たします。 

 二つ目です。今後、設置の要望に対してどのように取り組んでいくのかお伺いいたしま

す。 

 三つ目です。防犯カメラ設置に向けては子どもたちの安全・安心に資することと同時に、

町民のプライバシーを守るための仕組みを作るために、管理・運用のための要綱等の整備

も必要になると思っておりますけれども、町長の考えをお伺いいたします。 

 四つ目ですが、その防犯カメラの設置箇所といつまでに設置するのかをお伺いをいたし

ます。 

 以上です。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） ただいま「安心・安全のまちづくりについて」４点のお尋ねがご

ざいました。 
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 まず１点目に「町道南１２線と道道北見白糠線交差点に点滅式信号機を町道南１２線と

町道相内線交差点には、点滅式から３灯式信号機への要望をどのように対応されてきたの

か」とのお尋ねがございました。 

 この２箇所については、地域から信号機の設置要望があり、以前から毎年、北見警察署

長に要請をしてきたところです。 

 平成２３年に道道北見置戸線の西富跨線橋の撤去工事に伴いまして、町道南１２線が迂

回路になったことから交通量が増加し、平成２３年９月１８日に町道南１２線と道道北見

白糠線交差点で２名の方が亡くなる交通事故が発生しました。地域から嘆願書の提出もあ

り、本町は北見警察署に強く要請したほか、自民党移動政調会や民主党政策懇談会、さら

には、私が直接、当時の北海道知事、高橋はるみさんに交通安全対策費の予算増の要請を

しております。 

 信号機の新設は財政的に厳しい北海道において、年１０基から２０基程度の設置しかで

きなく、新設する箇所は交通量が多いところを優先するので、本町に緊急的な設置は難し

いとの回答でした。本町は町費負担での設置を提案したところ、地方財政法に違反すると

の指摘もあり、断念した経過があります。北見警察署は継続する要望は今後も検討させて

いただくということで、その後も毎年、北見警察署長に要請をしているところでございま

す。 

 また、町としての交通安全対策として、町道相内線には速度規制を促す路面表示などを、

町道南１２線には一時停止を促すゼブラライン、路面表示の設置、さらには毎月定例での

街頭立哨による交通安全指導にも取り組んでいるところです。 

 ２点目に「今後、設置の要望についてどのように取り組んでいくのか」とのお尋ねがご

ざいました。 

 平成２７年１１月１８日に十勝オホーツク道訓子府インターチェンジが供用開始となり

まして、大型車両などの交通量が増えている現状を踏まえて、本年１２月５日に町内会連

絡協議会の役員とともに北見警察署長へ設置の要請をしてきました。今後も地域の声も伝

え継続して、要請を実施してまいります。 

 ３点目に「防犯カメラ設置の際、管理・運用のための要綱を整備する考え方について」

お尋ねがございました。 

 議員ご指摘のとおり防犯カメラを設置する際は、町民のプライバシーを守るため、仕組

みを作らなければならないと考えており、防犯カメラ管理責任者・画像等の保管や目的外

利用および外部提供の制限などを設定した要綱を設ける予定です。 

 ４点目に「設置箇所といつまでに設置するのか」とのお尋ねがございました。 

 防犯カメラの設置箇所については、訓子府小学校付近、叶橋付近、居武士小学校付近の

３か所の資料を作成し、先に開催されたまちづくり推進委員、学校運営協議会、町内会連

絡協議会、実践会連絡協議会の各会議において、提案させていただきましたが、反対する

意見はなく、「犯罪の抑止であれば、もっと多く防犯カメラを設置してはどうか」との意見

もございましたが、当面は小学校付近の犯罪予防のために設置をする考えでおります。 

 また、設置する時期については、できるだけ早いうちと考えておりますが、付近住民の

ご理解をいただいてから進めなければならないと考えております。 

 以上のお尋ねのあった４点について、お答えいたしましたので、ご理解賜りますようお
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願いいたします。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） それでは、本当に何点かだけなんですが、安心・安全のまちづく

りについての信号機の問題からまず先にちょっとお伺いをしていきたいんですが、本当に

これ信号機の設置については、実は自分も、例えば道交渉の中で北海道の警察、道警の方

に結構やっぱり全国的にみて要請があって、非常に多い数、そういう何て言うんですが、

箇所数多くて、なかなか応えきれないという話もされているのも実際聞いております。た

だ訓子府の場合もこれ長くこの、例えば１２線と北見白糠線のところの事故の問題もあっ

たところなんですが、やっぱりあそこも若葉の町内会の人たちに聞くなり、若富のところ

から聞く中では、やっぱり非常にこう１２線からくるところの一時停止をどうやってしっ

かり止まっていただくかというところをやっぱり何とか喚起できるような、３灯式、点滅

式でなくても、そういうふうなものをまず優先でもいいからならないかというふうな、そ

ういう声もやっぱり結構聞かれるには聞かれるんですね、やっぱりこれから冬にかけてだ

と思うんですが、やっぱり相当こう危ないなということが起こり得るということです。だ

からそういう面からも点滅式の信号が確かに非常に難しいものがあるとは自分自身も思っ

てはいたんですが、例えば平成２７年の１２月に警察庁交通局長名で各都道府県の警察署

に通達のようなものが出されているんですが、信号機を設置するための条件とか、撤去す

るための条件、あるいはそれに代わるものをどう作っていくかという、そういうこういう

ものがあるんですが、それを見ても、これはなかなかやっぱりハードルが高い、設置はや

っぱりハードルが高い部分もあるなと、でも単なる１時間当たりの交通量３００台ってい

う、そういうものだけにとらわれない、やっぱり地域住民の人たちの声をやっぱりこう集

めてきてもらうことが一番大事だということも常々言われていましたんで、そういうこと

も含めて今、訓子府もそういう取り組み方をしていますんで、粘り強くやっていただきた

いということが一つと、もう一つは今言った、そこまでにいくまでの間の予防策、何らか

の形でやっぱり考えてあげたほうがいいのかなというふうに思っているところです。 

 それともう一つ、同じ１２線沿いなんですが、営農センターがある、農協の営農センタ

ーのところの、あの十字路、あそこも今、点滅式なんですが、やっぱりあそこも赤信号の

部分の１２線沿いできちんと止まってもらえるような、喚起を促すようなものがあればい

いなということと、あそこに指導に当たっている人の話では、例えば「横断歩道もないん

です」ということなんですよ。で、旗を振って、横断歩道を案内するんだけども、やっぱ

りちょっとこう、ちょっと物足りないというか、逆にちゃんと整備してほしいなという声

もありますので、そういうことも含めて、３灯式というのも先ほどから言うように、なか

なかハードルの高いものはあるんですが、やっぱり最善の注意喚起を起こすような仕組み

を、これはこの通達の中にもいろんなやり方がありますということもありますので、単な

る点滅式、３灯式とかという、そういう信号機だけじゃなくて、さまざまな方策もあると

いうことでも書かれておりますので、そういったこともちょっと検討されて粘り強くやっ

ていただきたいなと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（須河 徹君） 町民課長。 

○町民課長（元谷隆人君） ただいま、ご質問いただきまして、お答えさせていただきま

す。１２月の５日に連協の会長さんと副会長さん、会長さんが東幸町の町内会長でありま
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して、副会長が若葉町の町内会長でありまして、毎年、町長とともにですね、北見警察署

の方に要請をさせていただきました。やっぱり町長の回答にもあったように、全道で１０

か所から２０か所、交通量の少ないところは、やっぱり信号機の設置は難しいという話で

ございましたが、町道１２線というのは、置戸から、西富から入ってきまして、東幸町へ

抜ける、回り道というんでしょうかね、迂回路ですかね、ちょっといち早く抜けれる道路

にもなっていますし、今、北見白糠線については、インターチェンジができてトラックの

往来が非常に多くなってきて、向こうの高園から坂を下りてくるトラックのスピードも一

段と早くなっているという地域からの話もありましてですね、そんな話をさせていただい

たところ、警察の方も非常に気にしていただきまして、今、小学校で全道各地、閉校にな

っているところがあって、昔から小学校があるところに、田舎のですよ、北海道の、押し

信号機とか、そういうとこも１点信号機もあるところがあって、使われないところについ

てはですね、北見警察署との話ですけれども、そういった何て言うんですかね、移設も含

めた総合的な検討をして何とか訓子府町さんの方にできればななんて話もございました。

認識はしているようでございますので、今後の推移をみていきたいと思いますし、しっか

りと要求はしていきたいなと思っています。それから町として何かできることがないのか

というところでございますけども、あそこについては１２線側にはゼブララインというも

のを置いてましてですね、一応、止まるような抑止的なものもありますけども、若干ちょ

っと年数経ってきて、色もちょっと薄くなっているところもありますけれども、それもち

ゃんと修繕をしながらきちんとやりたいと思っていますし、もしかしたら何か回転灯があ

るとか、そんなものがもしあるとしたらちょっと調査研究もして、何とか交通事故がない

ようにしていきたいなというふうには思っているところでございます。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） ぜひそういう形で、とにかく注意を、そこは止まらなきゃいけな

いんだという注意喚起をね、前段で早い段階から意識付けできるような、そういうふうな

ものの設置も含めて、ぜひ検討をして、特に周辺地域の方たちというのは、あそこで死亡

事故があったり、大きな事故があるとやっぱり嫌な思いをするということも言われており

ますし、また何よりも大事な命が体が怪我をしたり、命を失うということのないような、

そういう対策というのはとっていただく。それがやっぱり大事な自治体としての仕事でも

あるのかなというふうに思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 次に、防犯カメラの関係でいきたいと思います。 

 防犯カメラの関係では、回答の中でも私もちょっとお願いしています要綱という問題で

す。これ防犯カメラはやっぱりまちづくり推進会議の中でも出てましたけれども、できる

だけ早く、もし何かあったら困るんだということ。あってからでは遅いじゃないですかと

いうことも含めた要望というのは非常に強いなというふうにあらためて感じたところであ

りまして、そういう声にやっぱり応えていかなきゃいけないということと同時に、自分な

りにはやっぱりだからといって、防犯カメラだけで子どもの安全安心が守られるか。逆に

何て言うですか、こういう問題って以外とエスカレートしていきやすい課題なのかなとい

うふうに思います。防犯カメラを反対している訳じゃないんですけれども、何もなくカメ

ラだけ設置して抑止力になるからそうだけではないという感じはしています。それが逆に

ある意味、監視社会みたいな、オール監視型の地域に、町になるということの方が、ある
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意味またちょっとこう不自由を、不便を感じさせるような、そういう地域になっていって

も困るなということもありまして、やはり急いで、そうはならないような、条例にするの

か要綱にするのか運用規定を作る、そういうことをぜひ急いでやっていただきたいな、そ

れをしないと、やっぱりそこを段取りして町民の理解を得るということにつながっていく

んではないかなと思いますけども、要綱なり、そういうものはいつぐらいまでに作ろうと

いう考えで今予定されているのか、ちょっとお伺いをしたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 町民課長。 

○町民課長（元谷隆人君） 要綱、いつぐらいに作るかというようなお尋ねがございまし

た。今回、要綱にあたっては、画像の保管、それから目的外利用をどうするのかとか、外

部提供の制限とかの関係を載せたいと思っていますし、どこの課がちゃんときちんと管理

するのかというところもきちんと載せなきゃいけないと思っています。一応、防犯カメラ

設置はですね、運用は来年の４月１日ぐらいにということでは担当の方では考えておりま

す。それをもってから設置に向かっての作業をしていこうかなというふうには思っている

とこでございます。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） それでは大体４月１日ぐらいまでに要綱というか準備は進めて終

わらせたいと。その後、それが、そこにはそこまでに町民の理解も得ておきたいというこ

とですよね。ぜひそういう方向で、この雪のあるうちだと思うんですけれども、春までに

はそういう仕組みで取り組みを進めていただきたいなと思いますが、その要綱の中身でい

くとね、主に先ほどからも、いわゆる管理者、管理責任の問題含めたり、あるいは第３者

だとかそういうものに提供する部分もこれから直接出てくると思うんですが、いろんな取

り決め、いわゆる規定しておかなきゃいけないものがあるんですが、もう一つ、町民の方

なり、これは防犯カメラというのは町民だけじゃなくて、町外の人たちもそこを通る、行

ったり来たりするとかありますよね、だからこれ町民向けだけではなくて、全体なんだけ

れども、例えばいろんな人たちが苦情のようなものを申し出た場合の対応、これはどうし

ていくのかとか、そういった部分もやっぱり要綱の中に必要ではないかなと思うんですが、

いかがでしょうか。トラブル防止ということも含めてなんですが、いかがですか。 

○議長（須河 徹君） 町民課長。 

○町民課長（元谷隆人君） 苦情の関係のことについて、ご心配されているお尋ねでござ

いました。ですから先ほどもお伝えしましたけれども、防犯カメラには管理責任者をきち

んと設けて、そこが窓口になるような形でのですね、対応をしなければならないのかなと

いうところで担当としては考えているところでございます。ご理解願います。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） 非常にこのカメラを設置するということになると、やっぱりもう

一つ、何かあった時の運用の中で何か現実に起きた時の、何て言うんですかね、報告とか

チェック、これはその管理責任者が中に入って、多分おそらくここには警察とか、そうい

うものがどこに何て言うんだろう、このものを提供するような形、見せていただきたいと

か、そういう形になっていくと思うんですが、そこら辺に行くまでの、何て言うんですか、

そこら辺も含めた運用状況の報告とかチェックなんていうのはどういうふうなことを考え

ておられるのか、もし考え方があればちょっと、これは言ってみれば、いわゆる犯罪を犯
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す側だけでなくて、被害者側のプライバシーをどう守るかという、そういう観点にもつな

がる部分ではないかなと思うんですが、その辺はどういうふうに考えておられるんでしょ

うか。 

○議長（須河 徹君） 町民課長。 

○町民課長（元谷隆人君） まず防犯カメラを設置しまして、監視はしてる訳ではなくて、

ただ録画している訳でございまして、おおむね２週間ぐらいから上書きいていくというよ

うな形を考えているんですけども、もし事件があった場合ですね、警察ですと刑事訴訟法、

ようするに捜査のために必要だということで、法令的に見せてくれと言われた場合につい

ては、法律がそうなっていますから、断るはできないのかなと思うんですけど、実はこの

間、警察さんと打ち合わせさせていただいたんですけれども、うちと警察で協定っていう

んですかね、協議っていうかですね、そういうのをきちんと締結してからそういった情報

のやり取りはしましょうということで、逆に向こう側の方からですね、提案してくれまし

たので、そんなこともきちんと整理して行いたいと思っています。それからその他にです

ね、外部提供の制限というところでございますけど、外部提供する場合ですね、人の生命、

身体、財産の安全の確保、その他、公共の利益のために緊急性の必要があるものと。そう

いったことも含めてですね、しなければならないのかなということで、あるところでは町

を徘徊するお年寄りがこちらに行ったとか、そういうのも見せる場合もあるというような

話もありましたので、そんなところも要綱の一つに入れなきゃいけないのかなというふう

に思っているところでございます。被害者のプライバシーはそういったところの要綱をき

ちんと作って守っていくというか、そういうことをしていかなければならないのかなとい

うふうに思っていますのでご理解をお願いしたいと思います。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） ぜひ、これはやっぱり被害者というか、そういう形でいろんなと

ころに画像も含めて出していかなきゃいけないのは、もうそのために設置する訳ですから

わかるんですが、やっぱりその被害に遭うというか、そこで当事者になった人たちのプラ

イバシーというか、そういう特に子どもということを考えると、そこら辺を、もう警察に

出すのは悪いというんじゃ、警察が当然そういう捜査の中では必要なのはもうそれは法律

できまっているんで、それはいいんですが、それ以外の部分の、何て言うんですか、守る

範囲、守る部分、そこをやっぱりきちんと、外部に変にこうしないとか、そういう当たり

前のことなんだけども、それをどう作っていくかということがやっぱり非常にこう大事か

なというふうに思っていますので、ぜひそういう点もしっかりとこの要綱を取り扱い運用

規定の中に入れ込んだものを作っていかなければならないんでないかなというふうに思っ

ているところです。 

 それともう一つ、最後になるんですが、少なくてもこのカメラで子どもたちの見守りも

含めて、これは一つの手段としては先ほどから言うように大事なんだけれども、やっぱり

本当にそれだけでいいのかなというところをやっぱり今一度みんなで子どもたちを見守っ

ていると。声かけもするし、そしてその声かけも変な形でとられない、本当にみんな心配

しているんだよと、そういう部分の人と人とのこの何て言うんだろうな、対話も含めた、

コミュニケーションも含めた、あるいはそういう意識も含めた見守るという意識も含めた

そういうものをどう醸成していくか、作っていくかというところをやっぱりさらに求めら
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れていくんではないかなというふうに思っておりますので、その辺は最後なんですが、町

長何かもし考えがあればちょっとお聞かせ願いたいなと思うんですがいかがでしょうか。 

○議長（須河 徹君） 町長。 

○町長（菊池一春君） 先の議会で確か山田議員だったと思うんだけど、こんなわかりき

ったところをまちづくり推進会議にかけるのはいかがなものかというご質問が確かあった

ような気がするんだけども、私はですね、近隣の置戸等含めて、これ防犯カメラ設置しな

いって言っているんですよ、それは人々が全部そうやってお互いやりあっているから必要

ないんだと。しかしやっぱりいろんな事犯をみてるとですね、やっていかなきゃならない

ということがまず前提でないのかと。しかもスピード感をもって、で、案の定と言ったら

怒られますけども、こういう心配や意見が出てくる訳ですよ、だから簡単にやります、や

りますなんて話にはならないんだということで、今回こういう質問もいただきましたし、

学校関係者や地域の関係者、いろんな意見を聞いて設置場所は３か所、そして要綱を作り

ながら、できるだけプライバシーや情報保護の観点からもやっぱり十分な配慮をしながら

ですね、この３か所を決めていくということです。しかしこれがもし目的外で悪用された

りなんかするんなら私は外しますよこんなもの、それぐらいの覚悟なかったらできないで

しょ。だから防犯協会、それから学校、ＰＴＡ関係、そして交通安全指導員、警察も本当

によく巡回してくれている。こういったいろんな地域の環境醸成をしながらですね、犯罪

を未然に防ぐと。そして防犯カメラの設置場所については、明らかに、そんなことも含め

てですね、十分配慮しながら地域上げてですね、理解得るような状況を作って、うちの町

としては、子どもの犯罪が、子どもが被害者になるような犯罪を起こらない、起こしては

ならないということをですね、前に進めていきたいと思いますので、ご理解いただきたい

と思います。 

○議長（須河 徹君） 工藤弘喜君。 

○３番（工藤弘喜君） これで質問は終わりたいんですが、この防犯カメラの問題の時に

ちょっとふと思ったのは、明日、西山議員がＳＮＳ、いわゆるネット環境の問題で質問さ

れると思うんですが、そちらの方も非常に大きな課題として出てくるような、この防犯カ

メラ、いわゆる通りすがりの通学路の問題だけではなくてね、やっぱりそういう総合的な

視点に立った、安全、安心の町をどうするかという観点で教育委員会も含め、いろんな、

先ほど町長が言ったように、さまざまな関係機関でね、やっぱり議論していくと、意識を

高めていくというふうな方向にいければいいかなと思っていますので、これで私の質問は

終わります。 

○議長（須河 徹君） ３番、工藤弘喜君の質問が終わりました。 

 

    ◎散会の宣告 

○議長（須河 徹君） お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ、散会いたしたいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（須河 徹君） 異議なしと認めます。 

 よって、本日はこれにて散会することに決定しました。 
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 明日も午前９時３０分から一般質問を継続いたしますので、ご参集よろしくお願いいた

します。 

 ご苦労さまでした。 

 

 

散会  午後３時４９分 


